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不適切文献不適切文献不適切文献不適切文献ののののリストリストリストリスト 

文献文献文献文献 1 - 口頭発表資料 

国立環境研究所 社会領域セミナー 2006.10.17 

"二酸化炭素排出削減政策を定量的に評価するための経済モデルの開発" 

筆頭著者（単著） 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 

(2006社会系セミナーと略す) 

http://www.nies.go.jp/social/seminar/H18/pdf/okagawa2006.pdf 

http://megalodon.jp/2012-0216-1357-25/www.nies.go.jp/social/seminar/H18/pdf/okagawa2006.pdf 

 

文献文献文献文献 2 - 口頭発表資料 

NIES 12th AIM Workshop 2007.2 

"Environmental Policy and its Impact on Industries in Japan" 

筆頭著者（単著） 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 

(12th AIMと略す) 

http://www-iam.nies.go.jp/aim/AIM_workshop/12thAIM/s06/6-4_okagawa.pdf 

http://megalodon.jp/2012-0427-2250-44/www-iam.nies.go.jp/aim/AIM_workshop/12thAIM/s06/6-4_okagawa.pdf 

 

文献文献文献文献 3 - 論文（査読有りのプロシーディングス） 

EcoMod Conference on Energy and Environmental Modeling 2007年 9月 13日 

"Evaluation of Carbon Abatement Policies with Assistance to Carbon Intensive Industries in Japan" 

筆頭著者 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 共著者 伴金美 （Kanemi BAN） 

（2007EcoModと略す） 

http://www.ecomod.org/files/papers/356.doc 

http://megalodon.jp/2012-0824-0006-33/www.ecomod.org/files/papers/356.doc 

 

文献文献文献文献 4 -論文 

計画行政 31(2) 2008 p72～p78 

"炭素集約産業への負担軽減をともなう国内排出削減制度" 

筆頭著者 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 共著者 伴金美 （Kanemi BAN） 

(2008計画行政と略す) 

 

文献文献文献文献 5 - 論文 

NIES Discussion Paper No.08-0001. (2008) 

"Evaluation of Carbon Abatement Policies with Assistance to Carbon Intensive Industries in Japan" 

筆頭著者 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 共著者 伴金美 （Kanemi BAN） 

(NIES-DPと略す) 

http://www.nies.go.jp/social/dp/pdf/08-0001.pdf 

http://megalodon.jp/2011-0824-0749-59/www.nies.go.jp/social/dp/pdf/08-0001.pdf 

 

 

 



文献文献文献文献 6 - 口頭発表資料 

The 13th AIM International Workshop 2008年 2月 18日 

"Estimation of Key Parameters for CGE Models" 

筆頭著者（単著） 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 

(13th AIMと略す) 

http://www-iam.nies.go.jp/aim/AIM_workshop/13thAIM/080218/SessionX/session10_Okagawa.pdf 

http://megalodon.jp/2012-0503-2141-07/www-iam.nies.go.jp/aim/AIM_workshop/13thAIM/080218/SessionX/session10

_Okagawa.pdf 

 

文献文献文献文献 7- 論文 

内閣府経済社会総合研究所 「ポスト京都議定書」の政策課題に関する国際共同研究 研究報告会 

平成 19年度報告論文 2008年 3月 7日  

"Estimation of substitution elasticities for CGE models" 

筆頭著者 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 共著者 伴金美 （Kanemi BAN） 

(2008ESRIと略す) 

http://www.esri.go.jp/jp/workshop/080225/03_report5_Okagawa.pdf 

http://megalodon.jp/2012-0503-2136-55/www.esri.go.jp/jp/workshop/080225/03_report5_Okagawa.pdf 

 

文献文献文献文献 8 - 論文 

Discussion Papers In Economics And Business, Osaka University No. 08-16 2008年 4月 

"Estimation of substitution elasticities for CGE models" 

筆頭著者 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 共著者 伴金美 （Kanemi BAN） 

( 阪大 DPと略す) 

http://www2.econ.osaka-u.ac.jp/library/global/dp/0816.pdf 

http://megalodon.jp/2012-0503-2138-33/www2.econ.osaka-u.ac.jp/library/global/dp/0816.pdf 

 

文献文献文献文献 9 - 口頭発表資料 

国立環境研究所社会領域セミナー 2008年 5月 

"CGEモデルにおける代替弾力性パラメータの計量経済分析" 

筆頭著者（単著） 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 

(2008社会系セミナーと略す) 

http://www.nies.go.jp/social/seminar/H20/pdf/okagawa2008_05.pdf 

http://megalodon.jp/2012-0503-2243-09/www.nies.go.jp/social/seminar/H20/pdf/okagawa2008_05.pdf 

 

文献文献文献文献 10 - 口頭発表資料 

2008 Meeting of the International Energy Workshop, International Energy Agency, 2008年 7月 1日 

"Estimation of substitution elasticities for CGE Models" 

筆頭著者 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 共著者 伴金美 （Kanemi BAN） 

(2008IEWと略す) 

http://www.iea.org/Textbase/work/2008/iew/Tuesday/Okagawa_Ban.pdf 

http://megalodon.jp/2012-0503-2151-23/www.iea.org/work/2008/iew/Tuesday/Okagawa_Ban.pdf 

 

 

 

 



文献文献文献文献 11 

2007年度 科研費実績報告書 

研究代表者（単独） 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 

(2007科研費実績と略す) 

http://kaken.nii.ac.jp/ja/p/06J00942/2007/3/ja 

http://megalodon.jp/2011-0720-1230-56/kaken.nii.ac.jp/ja/p/06J00942/2007/3/ja 

 

文献文献文献文献 12  

2008年度 科研費実績報告書 

研究代表者（単独） 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 

(2008科研費実績と略す) 

http://kaken.nii.ac.jp/ja/p/06J00942/2008/3/ja 

http://megalodon.jp/2012-0503-2135-23/kaken.nii.ac.jp/ja/p/06J00942/2008/3/ja 

 

文献文献文献文献 13 

2010年 4月実施、国立環境研究所社会系外部評価業績資料 

該当箇所の記載者 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 文献責任者 国立環境研究所 

(NIES業績資料と略す) 

http://www.nies.go.jp/kenkyu/gaibuhyoka/h22/pdf/2-2p.pdf 

http://megalodon.jp/2012-0503-2132-48/www.nies.go.jp/kenkyu/gaibuhyoka/h22/pdf/2-2p.pdf 

 

文献文献文献文献 14 

国立環境研究所ディスカッションペーパーの公式ページ 

該当箇所の記載者 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 文献責任者 国立環境研究所 

(NIES-DP公式ページと略す) 

（現在） 

http://www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

（2011年 8月 10日以前） 

http://megalodon.jp/2011-0810-0018-18/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

（2011年 8月 23日） 

http://megalodon.jp/2011-0823-1331-07/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

    

    

    

    

    



不適不適不適不適切内容指摘項目切内容指摘項目切内容指摘項目切内容指摘項目#1#1#1#1    

文献1（2006社会系セミナー）と文献2（12th AIM）のマクロ変数データ（環境税率等）は、CO2削減のための負担軽

減措置（減税措置等）が異なるにも関わらず全く同一の分析結果となっている。このようなことは通常あり得ず、デデデデ

ータータータータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。分析条件分析条件分析条件分析条件がががが異異異異なることをなることをなることをなることを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで故意故意故意故意にににに使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。またどちら

の文献でも適切な引用はない。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

 

またCO2削減政策として何も負担軽減を施さないケース（Uniform Tax,環境税）の環境税率は 19805円（12th AIM）、

19085円（2006社会系セミナー）と一致しない。しかし、他のデータとの同一性から考えて両者は完全に同じデータ

と判断されるから、どちらかが誤記で、本当は同じ値だと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目 # # # #2222    

文献 1（2006社会系セミナー）と文献 2（12th AIM）の生産量データ（環境税率等）は、CO2削減のための負担軽減

措置（減税措置等）が異なるにも関わらず酷似している。このようなことは通常あり得ず、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑わ

れる。分析条件分析条件分析条件分析条件がががが異異異異なることをなることをなることをなることを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで故意故意故意故意にににに使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。またどちらの文献でも適切な引

用はない。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

 

    



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#3 

文献 1（2006社会系セミナー）と文献 2（12th AIM）の二酸化炭素排出量データは、CO2削減のための負担軽減措

置（減税措置等）が異なるにも関わらず酷似している。このようなことは通常あり得ず、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われ

る。分析条件分析条件分析条件分析条件がががが異異異異なることをなることをなることをなることを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで故意故意故意故意にににに使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。またどちらの文献でも適切な引用

はない。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#4 

文献 1（2006社会系セミナー）と文献 2（12th AIM）のマクロ変数データ（環境税率等）等は同じ又は酷似しているの

に、分析条件である CO2削減のための負担軽減措置（減税措置等）は異なる。このようなことは通常あり得ず、ど

ちらかで分析条件分析条件分析条件分析条件のののの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載が疑われる。これはこれはこれはこれは不適切不適切不適切不適切でででで、、、、故意故意故意故意ならならならなら改改改改ざんざんざんざん。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

 

 

((((注注注注))))上図上図上図上図のののの改改改改ざんというのはあくまでざんというのはあくまでざんというのはあくまでざんというのはあくまで故意故意故意故意ののののケースケースケースケース 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#5 

文献 3（2007EcoMod）と文献 4（2008計画行政）は分析条件である 1990年比の二酸化炭素削減目標や負担軽減

策を施す産業数等が異なるにも関わらず、マクロ変数データ（炭素税率等）が同一である。通常このようなことはあ

り得ず、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。またどちらの文献でも適切な引用はない。このようなこのようなこのようなこのような発表発表発表発表はははは不適切不適切不適切不適切でででで、、、、分分分分

析条件析条件析条件析条件がががが異異異異なることをなることをなることをなることを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで故意故意故意故意にににに使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

 

また 2007EcoMod2007EcoMod2007EcoMod2007EcoModとととと同同同同じじじじ内容内容内容内容であるであるであるである文献文献文献文献 5555（（（（NIESNIESNIESNIES----DPDPDPDP））））はははは脚注脚注脚注脚注でででで「「「「NIESNIESNIESNIES----DPDPDPDPはははは 2008200820082008計画行政計画行政計画行政計画行政ののののフルバージョンフルバージョンフルバージョンフルバージョンであであであであ

りりりり・・・・・・・・・・・・」」」」とととと言及言及言及言及しておりしておりしておりしており、、、、著者著者著者著者はははは故意故意故意故意ののののデータデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回しをしをしをしを認認認認めているとめているとめているとめていると考考考考えられるえられるえられるえられる。。。。 

 

なお、説明図の上部・下部青枠のデータ（2008計画行政-炭素税ケースのGDP:-0.71と 2007EcoMod-Government

ケースの GDP:-1.71）は一致しないが、他の部分の同一性から考えて一致しないことはあり得ないから、どちらか

が誤記と考えられる。 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#6 

文献 3（2007EcoMod）と文献 4（2008計画行政）は分析条件である 1990年比の二酸化炭素削減目標や負担軽減策を施す産業数等が異

なるにも関わらず、生産量データが酷似している。通常このようなことはあり得ず、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。分析条件分析条件分析条件分析条件がががが異異異異なることなることなることなること

をををを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで故意故意故意故意にににに使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。またどちらの文献でも適切な引用はない。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

 

また 2007EcoMod2007EcoMod2007EcoMod2007EcoModとととと同同同同じじじじ内内内内容容容容であるであるであるである文献文献文献文献 5555（（（（NIESNIESNIESNIES----DPDPDPDP））））はははは脚注脚注脚注脚注でででで「「「「NIESNIESNIESNIES----DPDPDPDPはははは 2008200820082008計画行政計画行政計画行政計画行政ののののフルバージョンフルバージョンフルバージョンフルバージョンでありでありでありであり・・・・・・・・・・・・」」」」とととと言及言及言及言及しておりしておりしておりしており、、、、

著者著者著者著者はははは故意故意故意故意ののののデータデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回しをしをしをしを認認認認めているとめているとめているとめていると考考考考えられるえられるえられるえられる。。。。    

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#7 

文献 3（2007EcoMod）と文献 4（2008計画行政）は分析条件である 1990年比の二酸化炭素削減目標や負担軽減

策を施す産業数等が異なるにも関わらず、二酸化炭素排出量データが酷似している。通常このようなことはあり得

ず、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。分析条件分析条件分析条件分析条件がががが異異異異なることをなることをなることをなることを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで故意故意故意故意にににに使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。ま

たどちらの文献でも適切な引用はない。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

 

また 2007EcoMod2007EcoMod2007EcoMod2007EcoModとととと同同同同じじじじ内容内容内容内容であるであるであるである文献文献文献文献 5555（（（（NIESNIESNIESNIES----DPDPDPDP））））はははは脚注脚注脚注脚注でででで「「「「NIESNIESNIESNIES----DPDPDPDPはははは 2008200820082008計画行政計画行政計画行政計画行政ののののフルバージョンフルバージョンフルバージョンフルバージョンであであであであ

りりりり・・・・・・・・・・・・」」」」とととと言及言及言及言及しておりしておりしておりしており、、、、著者著者著者著者はははは故意故意故意故意ののののデータデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回しをしをしをしを認認認認めているとめているとめているとめていると考考考考えられるえられるえられるえられる。。。。    



 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#8 

文献 3（2007EcoMod）と文献 4（2008 計画行政）はマクロ変数データ等が同一又は酷似しているのに、BAU 時の日本の二酸

化炭素排出量データの根拠文献が異なっている。同じ分析をやったなら、違う根拠文献なのは不合理だから、どちらかのデデデデ

ータータータータがががが虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載されている疑いがある。これはこれはこれはこれは不適切不適切不適切不適切でででで、、、、故意故意故意故意ならならならなら改改改改ざんざんざんざん。。。。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。    

 

 

（（（（注注注注））））上図上図上図上図のののの改改改改ざんはあくまでざんはあくまでざんはあくまでざんはあくまで故意故意故意故意ののののケースケースケースケース 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#9#9#9#9 

 

文献 3（2007EcoMod）と文献 4（2008計画行政）はマクロ変数データ等が同一又は酷似しているのに、1990年時の

BAU時二酸化炭素排出量データが異なっている。同じ分析をやったなら、違う BAU時二酸化炭素排出量データな

のは不合理。 

 

また、2008計画行政記載の 1990年時 BAU二酸化炭素排出量 3846百万 t-C という値は"2030年のエネルギー

需給展望（最終報告）"[2007EcoModの根拠文献、

http://www.enecho.meti.go.jp/topics/images/050406toshin.pdf]、"2030年のエネルギー需給展望（中間とりまと

め）"[2008計画行政の根拠文献、http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g41004b06j.pdf ] のどちらにも一切一切一切一切

存在存在存在存在しないしないしないしない値値値値である。しかも正しい値と比較して、ケタ違い、かつ全然違う値が記載されている。あくまで私見だが、

類似の値や根拠文献中の別項目と取り違えたらならともかく、きちんと根拠文献を見ていたら過失でこのように間

違えるのは通常考え難い。 

 

従って 2007EcoModの 1990年時ＢＡＵ二酸化炭素排出量 3846百万 t-C という値は根拠文献根拠文献根拠文献根拠文献をををを調調調調べずにべずにべずにべずに記載記載記載記載ささささ

れたかれたかれたかれたか、、、、別別別別なものになものになものになものに変更変更変更変更された疑いがある。故意故意故意故意にににに行行行行ったったったった場合場合場合場合はははは捏造捏造捏造捏造やややや改改改改ざんざんざんざん。。。。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必必必必

須須須須。。。。    

    

不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#10#10#10#10 

 

文献 3（2007EcoMod）と文献 4（2008計画行政）はマクロ変数データ等が同一又は酷似しているのに、2010年時の

BAU時二酸化炭素排出量データが異なっている。同じ分析をやったなら、違う BAU時二酸化炭素排出量データな

のは不合理。 

 

また、2008計画行政記載の 2010年時 BAU排出量 6131百万 t-Cという値は"2030年のエネルギー需給展望（最

終報告）"[2007EcoModの根拠文献、http://www.enecho.meti.go.jp/topics/images/050406toshin.pdf]、"2030年の

エネルギー需給展望（中間とりまとめ）"[2008計画行政の根拠文献、

http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g41004b06j.pdf]のどちらにも一切存在一切存在一切存在一切存在しないしないしないしない値値値値である。しかも正しい

値と比較して、ケタ違い、かつ全然違う値が記載されている。あくまで私見だが、類似の値や根拠文献中の別項目

と取り違えたらならともかく、きちんと根拠文献を見ていたら過失でこのように間違えるのは通常考え難い。 

 

従って 2007EcoModの 2010年時ＢＡＵ排出量 6131百万 t-C という値は根拠文献根拠文献根拠文献根拠文献をををを見見見見ずにずにずにずに記載記載記載記載（（（（故意故意故意故意のののの捏造捏造捏造捏造））））ささささ

れたかれたかれたかれたか、、、、故意故意故意故意にににに改改改改ざんざんざんざんされた疑いがある。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



説明図説明図説明図説明図 1 1 1 1 （（（（#9,#10#9,#10#9,#10#9,#10共通共通共通共通））））----    データデータデータデータがががが同同同同じなのにじなのにじなのにじなのに 1990199019901990年年年年,2010,2010,2010,2010年年年年BAUBAUBAUBAU時時時時CO2CO2CO2CO2

排出量排出量排出量排出量がががが異異異異なるなるなるなる（（（（故意故意故意故意ならならならなら条件条件条件条件のののの捏造又捏造又捏造又捏造又はははは改改改改ざんざんざんざん））））    －－－－    （（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざざざざ

んはんはんはんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 

    

    



説明図説明図説明図説明図 2222（（（（#9,#10#9,#10#9,#10#9,#10共通共通共通共通））））    ---- 2008 2008 2008 2008計画行政計画行政計画行政計画行政にににに記載記載記載記載されたされたされたされた 1990199019901990年年年年,2010,2010,2010,2010年年年年BAUBAUBAUBAU

時時時時 CO2CO2CO2CO2排出量排出量排出量排出量ののののデータデータデータデータはははは根拠文献中根拠文献中根拠文献中根拠文献中にににに存在存在存在存在しないしないしないしない（（（（故意故意故意故意ならならならなら条件条件条件条件のののの捏造捏造捏造捏造

又又又又はははは改改改改ざんざんざんざん））））    －－－－    （（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの捏造捏造捏造捏造、、、、改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#11 

 

文献 3（2007EcoMod）と文献 4（2008計画行政）はマクロ変数データ等が同一又は酷似しているのに、分析条件の

一つである 1990 年比の二酸化炭素削減目標は異なっている。通常このようなことはあり得ない。従ってどちらか

の文献で分析条件分析条件分析条件分析条件がががが虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載された疑いがある。故意故意故意故意のののの場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。    

    

 

（（（（注注注注））））    図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#11-1 

文献 4（2008計画行政）は「3.2均衡データとカリブレーション」(p74,75)において 

 

「・・・総合資源エネルギー調査受給部会『2030年のエネルギー需給展望(中間とりまとめ)』によると、1990199019901990年年年年のののの

CO2CO2CO2CO2排出量排出量排出量排出量はははは 3846384638463846百万百万百万百万 tttt----CCCCであったのに対し、2010201020102010年年年年におけるにおけるにおけるにおける日本日本日本日本のののの CO2CO2CO2CO2総排出量総排出量総排出量総排出量はははは 6131613161316131百万百万百万百万 tttt----CCCCとなる。

したがって、京都議定書第一約束期間における排出量を 90909090年比年比年比年比 3333％％％％減減減減の水準にするための削減率は 2010201020102010年比年比年比年比

のののの 13131313％％％％となる。」 

と記載されている。これは明らかに、上上上上ののののデータデータデータデータからからからから計算計算計算計算してしてしてして削減目標削減目標削減目標削減目標をををを 2010201020102010年比年比年比年比 13131313％％％％減減減減とととと求求求求めたというめたというめたというめたという主張主張主張主張で

ある。しかし、実際に上のデータから 2010年比での削減目標を計算すると、 

 

 

となり、論文の記載と一致しない。2010年比 13％減という値は 2008200820082008計画行政計画行政計画行政計画行政ののののデータデータデータデータからはからはからはからは導出導出導出導出できないできないできないできない値値値値であ

る。また、2010年比13％減という値は同じ研究テーマの論文である2007EcoModの値と一致しており、私見だが計

算ミスで偶然一致したとは考え難い。 

 

従って 2008計画行政では上上上上ののののデータデータデータデータからからからから計算計算計算計算してしてしてして 2010201020102010年年年年比比比比のののの削減目標削減目標削減目標削減目標をををを求求求求めたとめたとめたとめたと主張主張主張主張しているにもしているにもしているにもしているにも関関関関わらずわらずわらずわらず、、、、

本来実行本来実行本来実行本来実行すべきすべきすべきすべき計算計算計算計算をををを実行実行実行実行せずにせずにせずにせずに上上上上でででで紹介紹介紹介紹介したしたしたした文章文章文章文章ややややデータデータデータデータをををを作成作成作成作成したしたしたした印象印象印象印象をををを受受受受けるけるけるける。。。。故意ならば捏造捏造捏造捏造に相当

する。 

 

[関連項目] 

あくまで私見だが、不適切内容指摘項目#9,#10で述べた「3846百万 t-C （1990年 BAU二酸化炭素排出量）」

「6131百万 t-C （2010年 BAU二酸化炭素排出量）」という捏造値捏造値捏造値捏造値がががが発表発表発表発表されたされたされたされた理由理由理由理由はははは、、、、著者著者著者著者がががが上上上上のののの計算計算計算計算をををを実行実行実行実行

しなかったからしなかったからしなかったからしなかったからという印象を受ける。もし実行していたら、データの不合理さに気付き訂正していただろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#12 

文献 3（2007EcoMod）と文献 4（2008計画行政）はマクロ変数データ等が同一又は酷似しているのに、分析条件の一つである負担

軽減策を施す産業数が異なっている。通常このようなことはあり得ない。従ってどちらかの文献で分析条件分析条件分析条件分析条件がががが虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載された疑い

がある。故意故意故意故意のののの場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。    

    

 

 

((((注注注注))))上図上図上図上図のののの改改改改ざんはあくまでざんはあくまでざんはあくまでざんはあくまで故意故意故意故意ののののケースケースケースケース 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#1#1#1#13333    

文献 5（NIES-DP）はほぼ全てを文献 3（2007EcoMod）から複写して作られているにも関わらず、オリジナルオリジナルオリジナルオリジナル論文論文論文論文のののの

出展出展出展出展をををを虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載している。故意故意故意故意のののの場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。 

 

ここからは私見だが、複写して作られた以上、著者がオリジナル論文を正しく認識していなかったとは考え難い。 

 

著者は脚注で「NIES-DPは 2008計画行政をより詳しい内容にし、言語を翻訳して新しい読者層（非日本人研究

者）への配布を目的とするので不正な重複発表でない」と主張している。オリジナル論文の出展を 2007EcoModか

ら 2008計画行政に改ざんしたのは、すでにすでにすでにすでに同一内容同一内容同一内容同一内容・・・・同一言語同一言語同一言語同一言語でででで発表発表発表発表されていることをされていることをされていることをされていることを隠隠隠隠しししし、、、、不正不正不正不正なななな重複発表重複発表重複発表重複発表をををを

ごまかしたかったからごまかしたかったからごまかしたかったからごまかしたかったからだという印象を受ける。 



 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#14 

文献 5（NIES-DP）は論文中で出版目的について「NIES-DP（英語の論文）は 2008計画行政(日本語の論文)のフル

バージョンで非日本研究者への配布を目的とする。」と記載されている。しかし、NIES-DP と同一言語、同一内容

の 2007EcoModが NIESNIESNIESNIES----DPDPDPDP発表前発表前発表前発表前にににに不特定多数にむけて発表されており、NIESNIESNIESNIES----DPDPDPDPのののの出版目的出版目的出版目的出版目的はははは完全完全完全完全にににに失失失失わわわわ

れるれるれるれる。。。。 

 

私見だが、NIES-DPは 2007EcoModを複写して作られているから、著者が改めて出版する意味がないことを知ら

なかったとは考え難い。このような出版目的出版目的出版目的出版目的はははは不正不正不正不正なななな重複発表重複発表重複発表重複発表をごまかすためにをごまかすためにをごまかすためにをごまかすために故意故意故意故意にににに捏造捏造捏造捏造されされされされたものたものたものたものだという

印象を受ける。 

 

（（（（注注注注））））    図中図中図中図中のののの捏造捏造捏造捏造はははは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#15 

文献 6（13th AIM）、文献 8（阪大DP）・文献 7（2008ESRI）は分析条件が異なるにも関わらず、代替弾力性推計値デ

ータが同一である。従ってデータデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。分析条件分析条件分析条件分析条件のののの違違違違いをいをいをいを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで使使使使いまわしいまわしいまわしいまわしたたたた場合場合場合場合はははは改改改改

ざんざんざんざん。。。。またどちらの文献でも適切な引用はない。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

 



 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#16 

文献 6（13th AIM）、文献 8（阪大 DP）・文献 7（2008ESRI）は代替弾力性推計値のデータが同一であるにも関わら

ず、分析条件の一つである EU-KLEMデータを用いた期間が異なる。従って分析条件分析条件分析条件分析条件のののの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載が疑われる。故故故故

意意意意のののの場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。    

    



    

 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#17 

文献 6（13th AIM）、文献 8（阪大 DP）・文献 7（2008ESRI）は代替弾力性推計値のデータが同一であるにも関わらず、

分析条件の一つである EU-KLEM データを用いた国数が異なる。従って分析条件分析条件分析条件分析条件のののの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載が疑われる。故意故意故意故意のののの場合場合場合場合はははは

改改改改ざんざんざんざん。。。。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    

 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#18 

文献 6（13th AIM）、文献 8（阪大 DP）・文献 7（2008ESRI）は代替弾力性推計値のデータが同一であるにも関わらず、

分析条件の一つである EU-KLEM データを用いた産業数が異なる。従って分析条件分析条件分析条件分析条件のののの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載が疑われる。故意の場合

は改ざん。両文献両文献両文献両文献のののの生生生生データデータデータデータのののの確認確認確認確認がががが必須必須必須必須。。。。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    

 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場場場場合合合合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#19 

文献 6（13th AIM）、文献 8（阪大 DP）・文献 7（2008ESRI）では分析条件（EU-KLEMデータを用いた期間等）が異なるため、代替弾力性推

計値が異なるはずである。これは二酸化炭素排出量分析のための前提条件だが、13th AIM、 阪大 DP・ESRI論文では二酸化炭素排出

量データが酷似している。従ってデータデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。分析条件分析条件分析条件分析条件のののの違違違違いをいをいをいを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは捏造捏造捏造捏造・・・・改改改改ざんざんざんざん。。。。 

 

 

図図図図 1 1 1 1 二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量のののの分析結果分析結果分析結果分析結果-    （（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの捏造捏造捏造捏造・・・・改改改改ざんざんざんざん故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



 

また、産業はエネルギー等を消費して生産する。エネルギー消費量に比例して二酸化炭素排出量は増加する。故

に生産量に違いがあれば二酸化炭素排出量等にも違いがある。 

 

本件では生産量データは両研究発表で一部異なるのに、生産量の違いが見れる産業（Miningなど）でも二酸化炭

素排出量が酷似することは不合理だから、その意味でも二酸化炭素排出量のデータは使い回しが疑われる。 

 

 



 

 

図図図図 2 2 2 2 生産量生産量生産量生産量のののの分析結果分析結果分析結果分析結果 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#20#20#20#20    

 

文献 6(13th AIM)、 文献 8(阪大 DP)・文献 7(2008ESRI)ではどちらかの発表で鉱業（mining）と化学（chemical）の

KE-L（new prms-代替弾力性推計値使用）パラメーターを用いた二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量データデータデータデータをををを入入入入れれれれ替替替替えているえているえているえている。さら

にデータデータデータデータがががが流用流用流用流用されている疑いがある。これらは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合、、、、改改改改ざんざんざんざん。。。。 

 

入れ替えはデータの重複をごまかす効果を出しており、13th AIM13th AIM13th AIM13th AIM とととと阪大阪大阪大阪大 DPDPDPDP・・・・2008ESRI2008ESRI2008ESRI2008ESRIでででで分析条件分析条件分析条件分析条件をををを変更変更変更変更してしてしてして流流流流

用用用用（（（（改改改改ざんざんざんざん））））されたされたされたされた二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量二酸化炭素排出量データデータデータデータにににに、、、、重複発表重複発表重複発表重複発表がばれないようにがばれないようにがばれないようにがばれないように、、、、さらにさらにさらにさらにデータデータデータデータのののの一部一部一部一部にににに加工加工加工加工（（（（改改改改ざんざんざんざん））））

がががが加加加加えられたえられたえられたえられたものとだという印象を受ける。 

 

 



 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#21#21#21#21    

 

 

 

図 代替弾力性の推計対象とした産業数 

 

文献 6(13th AIM) と文献 7（2008ESRI）・文献 8（阪大 DP）は EU-KLEMデータを用いた産業数が異なる。即ち、代

替弾力性の推計対象となった産業数が異なり、13th AIMの方が 1産業分少ない。 

 

阪大DP等の主張によれば、代替弾力性は定量分析に大きな影響を与えるのに従来は代替弾力性が慣習等に基

づいて決定され、それが不正確な分析結果を出す原因であった。故に実証的に代替弾力性を正確に推計し、従来

よりも正確な分析をすることが阪大 DP等の趣旨。 

 

著者によれば分析に必要な産業の代替弾力性を推計したという。 

 

しかし、13th AIMの方が代替弾力性推計値を用いた産業が 1産業分少ないにも関わらず、13th AIM も阪大 DP・

2008ESRIも CGEモデル（分析手法のこと）による定量分析の対象とした産業数や種類は全く同じである。なぜなら

13th AIM 阪大DP・2008ESEIの定量分析結果の同一性（従来値の代替弾力性を使った結果）や酷似性（その他の

結果）から、これらの分析では CGEモデルが全く同じ産業から構成されていると判断できるからである。 

 

これは 13th AIM において、合理的根拠もなく分析に必要な産業の代替弾力性推計値を恣意的に一つ削除し、分

析過程を原理的により不正確な結果（虚偽の結果）が出るように意図的に変更して発表したことを意味し、本当に

このような条件で分析を行って発表したならば、意図的意図的意図的意図的なななな改改改改ざんざんざんざんである。 

 

著者が阪大 DP等で「慣習等ではなく実証的に決めた代替弾力性を使って分析しないと不正確な結果になる」と何

度も主張して発表した以上、合理的根拠もなく分析に必要な産業の代替弾力性推計値を恣意的に一つ削除して

分析を行ったら不正確な結果（虚偽の結果）になることをわかっていなかったと主張することはできない。 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#22 

文献 7(阪大 DP)・文献 8(2008ESRI)、文献 9(2008社会系セミナー)は分析条件（EU-KLEMデータを用いた産業数）

が異なるにも関わらず、代替弾力性推計値データが同一である。従ってデータデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。 

    

しかも、ただの使い回しではなく、2008社会系セミナーの代替弾力性推計値データは一つの産業の代替弾力性推

計値が本当は分析で使用されたにも関わらず恣意的に削除され、該当産業の代替弾力性があたかも推計されて

いないように偽装されている。これは故意故意故意故意のののの場合改場合改場合改場合改ざんざんざんざんと推測される。 

 



 

 

（（（（注注注注））））2008ESRI2008ESRI2008ESRI2008ESRIはははは阪大阪大阪大阪大DPDPDPDPとととと同同同同じじじじ内容内容内容内容なのでなのでなのでなので 2008ESRI2008ESRI2008ESRI2008ESRIについてのについてのについてのについての不正不正不正不正のののの指指指指

摘摘摘摘はこのはこのはこのはこの説明図説明図説明図説明図でででで十分十分十分十分なのでなのでなのでなので、、、、省略省略省略省略。。。。またまたまたまた改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合。。。。 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#23 

文献 8(阪大DP)・文献 7（2008ESRI）と文献 9(2008社会系セミナー)では分析の前提条件である代替弾力性推計値

を用いた産業数が異なるにも関わらず、マクロ変数データが同一である。従って、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。

分析条件分析条件分析条件分析条件のののの違違違違いをいをいをいを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。 

 

 

（（（（注注注注））））2008ESRI2008ESRI2008ESRI2008ESRIはははは阪大阪大阪大阪大DPDPDPDPとととと同同同同じじじじ内容内容内容内容なのでなのでなのでなので 2008ESRI2008ESRI2008ESRI2008ESRIについてのについてのについてのについての不正不正不正不正のののの指指指指

摘摘摘摘はこのはこのはこのはこの説明図説明図説明図説明図でででで十分十分十分十分なのでなのでなのでなので、、、、省略省略省略省略。。。。 

 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#24 

文献 8(阪大 DP)・文献 7(2008ESRI)と文献 9(2008社会系セミナー)では分析の前提条件である代替弾力性を使用

した産業数が異なる。具体的には 2008社会系セミナーは阪大 DP等に比して Clay産業[窯業土石産業、#22で

2008社会系セミナーでは代替弾力性推計値が削除されている産業だと指摘した Other Non-metallic Mineral産業

(その他の非金属系製造業)に相当]だけ代替弾力性推計値が使用されていない。 

 

にも関わらず、生産量データが同一であり不合理。従って、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。分析条件分析条件分析条件分析条件のののの違違違違いをいをいをいを認認認認

識識識識したしたしたした上上上上でででで使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。 



 

 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#25 

文献 8(阪大 DP)・文献 7(2008ESRI)と文献 9(2008社会系セミナー)では分析の前提条件である代替弾力性を使用

した産業数が異なる。具体的には 2008社会系セミナーは阪大 DP等に比して Clay産業[窯業土石産業、#22で

2008社会系セミナーでは代替弾力性推計値が削除されている産業だと指摘した Other Non-metallic Mineral産業

(その他の非金属系製造業)に相当]だけ代替弾力性推計値が使用されていない。 

 

にも関わらず、二酸化炭素排出量データが酷似しており不合理。従って、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。分析条分析条分析条分析条

件件件件のののの違違違違いをいをいをいを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。 

 

 



 

 

 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#26 

文献 9(2008社会系セミナー)は産業の種類が異なるにも関わらず、一部の産業で生産量が同一である。従って、

データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。故意故意故意故意のののの場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。    

 

この使い回しは阪大阪大阪大阪大DPDPDPDP・・・・2008ESRI2008ESRI2008ESRI2008ESRIとととと 2008200820082008社会系社会系社会系社会系セミナーセミナーセミナーセミナーでででで分析条件分析条件分析条件分析条件をををを変更変更変更変更してしてしてして流用流用流用流用（（（（改改改改ざんざんざんざん））））されたされたされたされた生産量生産量生産量生産量デーデーデーデー

タタタタにににに、、、、重複発表重複発表重複発表重複発表がばれないようにがばれないようにがばれないようにがばれないように、、、、さらにさらにさらにさらにデータデータデータデータのののの一部一部一部一部にににに加工加工加工加工（（（（改改改改ざんざんざんざん））））がががが加加加加えられたえられたえられたえられたものとだという印象を受ける。 

 

 

 

 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#27 

文献 8(阪大 DP)・文献 9(2008ESRI)と文献 7(2008社会系セミナー)では代替弾力性推計値やマクロ変数データ等

が同一又は酷似しているにも関わらず、分析条件（代替弾力性推計値を用いた産業数）が異なる。従って分析条分析条分析条分析条

件件件件のののの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載が疑われる。故意故意故意故意のののの場合場合場合場合、、、、改改改改ざんざんざんざん。。。。 

 

 

 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#28 

 

 

図 代替弾力性の推計対象とした産業数 

 

文献 7（2008ESRI）・文献 8（阪大DP）と文献 9(2008社会系セミナー)はEU-KLEMデータを用いた産業数が異なる。

即ち、代替弾力性の推計対象となった産業数が異なり、2008社会系セミナーの方が 1産業分少ない。 

 

阪大DP等の主張によれば、代替弾力性は定量分析に大きな影響を与えるのに従来は代替弾力性が慣習等に基

づいて決定され、それが不正確な分析結果を出す原因であった。故に実証的に代替弾力性を正確に推計し、従来

よりも正確な分析をすることが阪大 DP等の趣旨。 

 

著者によれば分析に必要な産業の代替弾力性を推計したという。 

 

しかし、2008 社会系セミナーの方が代替弾力性推計値を用いた産業が 1 産業分少ないにも関わらず、2008 社会

系セミナーも阪大DP・2008ESRIも CGEモデル（分析手法のこと）による定量分析の対象とした産業数や種類は全

く同じである。なぜなら 2008 社会系セミナー、阪大 DP・2008ESEI の定量分析結果の同一性（従来値の代替弾力

性を使った結果）や酷似性（その他の結果）から、これらの分析では CGE モデルが全く同じ産業から構成されてい 

ると判断できるからである。 

 

これは 2008 社会系セミナーにおいて、合理的根拠もなく分析に必要な産業の代替弾力性推計値を恣意的に一つ 

削除し、分析過程を原理的により不正確な結果（虚偽の結果）が出るように意図的に変更して発表したことを意味

し、本当にこのような条件で分析を行って発表したならば、意図的意図的意図的意図的なななな改改改改ざんざんざんざんである。 

 

著者が阪大 DP等で「慣習等ではなく実証的に決めた代替弾力性を使って分析しないと不正確な結果になる」と何

度も主張して発表した以上、合理的根拠もなく分析 に必要な産業の代替弾力性推計値を恣意的に一つ削除して

分析を行ったら不正確な結果（虚偽の結果）になることをわかっていなかったと主張することはできない。 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#29 

文献 7(阪大 DP)・文献 8(2008ESRI)、文献 10(2008IEW)は分析条件（EU-KLEMデータを用いた産業数）が異なるに

も関わらず、代替弾力性推計値データが同一である。従ってデータデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。 

    

しかも、ただの使い回しではなく、2008IEWの代替弾力性推計値データは一つの産業の代替弾力性推計値が本当

は分析で使用されたにも関わらず恣意的に削除され、該当産業の代替弾力性があたかも推計されていないように

偽装されている。これは故意故意故意故意ならばならばならばならば改改改改ざんざんざんざん。 



 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#30#30#30#30    

文献8(阪大DP)・文献7（2008ESRI）と文献10(2008IEW)では分析の前提条件である代替弾力性推計値を用いた産

業数が異なるにも関わらず、マクロ変数データが同一である。従って、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。分析条件分析条件分析条件分析条件のののの

違違違違いをいをいをいを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで故意故意故意故意にににに使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。 

 

 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#31 

文献 8(阪大 DP)・文献 7(2008ESRI)と文献 10(2008IEW)では分析の前提条件である代替弾力性を使用した産業数

が異なる。具体的には 2008IEWは阪大 DP等に比して Clay産業[窯業土石産業、#29で 2008IEWでは代替弾力

性推計値が削除されている産業だと指摘した Other Non-metallic Mineral産業(その他の非金属系製造業)に相

当]だけ代替弾力性推計値が使用されていない。 

 

にも関わらず、生産量データが同一であり不合理。従って、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。分析条件分析条件分析条件分析条件のののの違違違違いをいをいをいを認認認認

識識識識したしたしたした上上上上でででで故意故意故意故意にににに使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。 



 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#32 

文献 8(阪大 DP)・文献 7(2008ESRI)と文献 10(2008IEW)では分析の前提条件である代替弾力性を使用した産業数

が異なる。具体 的には 2008IEWは阪大 DP等に比して Clay産業[窯業土石産業、#29で 2008IEWでは代替弾力

性推計値が削除されている産 業だと指摘した Other Non-metallic Mineral産業(その他の非金属系製造業)に相

当]だけ代替弾力性推計値が使用されていない。 

 

にも関わらず、二酸化炭素排出量データが酷似しており不合理。従って、データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回ししししが疑われる。分析条分析条分析条分析条

件件件件のののの違違違違いをいをいをいを認識認識認識認識したしたしたした上上上上でででで故意故意故意故意にににに使使使使いまわしたいまわしたいまわしたいまわした場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。 

 

 



 

 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#33 

文献 10(2008ＩＥＷ)は産業の種類が異なるにも関わらず、一部の産業で生産量が同一である。従って、データデータデータデータのののの使使使使

いいいい回回回回ししししが疑われる。 

 

この使い回しは阪大阪大阪大阪大 DPDPDPDP・・・・2008ESRI2008ESRI2008ESRI2008ESRI とととと 2008IEW2008IEW2008IEW2008IEWでででで分析条件分析条件分析条件分析条件をををを変更変更変更変更してしてしてして流用流用流用流用（（（（改改改改ざんざんざんざん））））されたされたされたされた生産量生産量生産量生産量データデータデータデータにににに、、、、重複重複重複重複

発表発表発表発表がばれないようにがばれないようにがばれないようにがばれないように、、、、さらにさらにさらにさらにデータデータデータデータのののの一部一部一部一部にににに加工加工加工加工がががが加加加加えられたえられたえられたえられたものという印象を受ける。故意故意故意故意のののの場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。 

 

 

 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#34,#35 

文献 8(阪大DP)・文献 9(2008ESRI)と文献 10(2008ＩＥＷ)では代替弾力性推計値やマクロ変数データ等が同一又は

酷似しているにも関わらず、分析条件（代替弾力性を推計したある産業の表記、代替弾力性推計値を用いた産業

数）が異なる。従って分析条件分析条件分析条件分析条件のののの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載が疑われる。故意故意故意故意のののの場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざん。。。。    

 

 

 

 

（（（（注注注注））））図中図中図中図中のののの改改改改ざんはざんはざんはざんは故意故意故意故意のののの場合場合場合場合 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#36 

 

図 代替弾力性の推計対象とした産業数 

 

文献 7（2008ESRI）・文献 8（阪大 DP）と文献 10(2008ＩＥＷ)は EU-KLEMデータを用いた産業数が異なる。即ち、代

替弾力性の推計対象となった産業数が異なり、2008ＩＥＷの方が 1産業分少ない。 

 

阪大DP等の主張によれば、代替弾力性は定量分析に大きな影響を与えるのに従来は代替弾力性が慣習等に基

づいて決定され、それが不正確な分析結果を出す原因であった。故に実証的に代替弾力性を正確に推計し、従来

よりも正確な分析をすることが阪大 DP等の趣旨。 

 

著者によれば分析に必要な産業の代替弾力性を推計したという。 

 

しかし、2008ＩＥＷの方が代替弾力性推計値を用いた産業が 1 産業分少ないにも関わらず、2008ＩＥＷも阪大 DP・

2008ESRI も CGE モデル（分析手法のこと）による定量分析の対象とした産業数や種類は全く同じである。なぜな

ら 2008ＩＥＷ、阪大 DP・2008ESEI の定量分析結果の同一性（従来値の代替弾力性を使った結果）や酷似性（その

他の結果）から、これらの分析では CGEモデルが全く同じ産業から構成されていると判断できるからである。 

 

これは 2008ＩＥＷにおいて、合理的根拠もなく分析に必要な産業の代替弾力性推計値を恣意的に一つ削除し、分

析過程を原理的により不正確な結果（虚偽の結果）が出るように意図的に変更して発表したことを意味し、本当に

このような条件で分析を行って発表したならば、意図的意図的意図的意図的なななな改改改改ざんざんざんざんである。 

 

著者が阪大 DP等で「慣習等ではなく実証的に決めた代替弾力性を使って分析しないと不正確な結果になる」と何

度も主張して発表した以上、合理的根拠もなく分析に必要な産業の代替弾力性推計値を恣意的に一つ削除して

分析を行ったら不正確な結果（虚偽の結果）になることをわかっていなかったと主張することはできない。 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#37 

文献 11(2007科研費実績)には 

 

岡川 梓・伴 金美: "炭素集約産業の負担軽減をともなう国内排出削減政策" 計画行政 31. 72-78 (2008), 1 

 

が記載されています。しかし、この論文の発行日は 2008年 6月 15日であり、2007科研費実績提出時科研費実績提出時科研費実績提出時科研費実績提出時にはにはにはには未掲載未掲載未掲載未掲載でででで、（、（、（、（掲掲掲掲

載予定載予定載予定載予定））））のののの注記注記注記注記がががが必要必要必要必要ですですですです。。。。しかししかししかししかし、、、、それがなくそれがなくそれがなくそれがなく発表済発表済発表済発表済みみみみ文献文献文献文献のようにのようにのようにのように偽装偽装偽装偽装されておりされておりされておりされており、、、、不適切不適切不適切不適切ですですですです。。。。 

 

しかも同一の論文を文献 11（2008科研費実績）でも業績報告したため、重複申告のように見えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#38 

文献 12（2008科研費実績）には業績として 

 

Okagawa, A., Ban, K.: "Evaluation of Carbon Abatement Policies with Assistance to Carbon Intensive Industries in 

Japan" NIES Discussion Paper No. 08-0001. (2008), 0 

 

上記論文（NIES-DP）のキャッシュ 

http://megalodon.jp/2011-0824-0749-59/www.nies.go.jp/social/dp/pdf/08-0001.pdf 

 

が発表済み論文として記載されています。 

 

しかし、この論文は（１）未発表論文を業績として記載している点、（２）重複発表論文を業績として記載している点

で不適切です。以下、詳細を述べます。 

 

（（（（１１１１））））未発表論文未発表論文未発表論文未発表論文をををを業績業績業績業績としてとしてとしてとして記載記載記載記載 

 

上記の論文は 2011201120112011年年年年 8888月頃月頃月頃月頃までまでまでまで未発表未発表未発表未発表でででで、、、、現実現実現実現実にににに発行発行発行発行されたのはされたのはされたのはされたのは 2011201120112011年年年年 8888月月月月 23232323日頃日頃日頃日頃です。 

 

 

 

 

証拠 1投稿規定で定められた発刊手続き 

投稿規定: http://megalodon.jp/2011-1202-1950-56/www.nies.go.jp/social/dp/toukoukitei.html  

 

この論文誌の投稿規定では論文をウェブにアップロードすることが発刊と明確に定められています。それ以外の

形式、例えば紙面媒体での発刊は定められておらず、複数の公的図書館のレファレンス担当者数人に調査しても

らっても、2012年現在までこの論文を持っている図書館等は一つもなく、国立環境研究所の出版担当も発行して

いない様子でした。 

 

即ち、ウェブウェブウェブウェブでででで発表発表発表発表していないことはしていないことはしていないことはしていないことは未発表未発表未発表未発表を意味します。少なくとも投稿規定に従えば未発表です。 

 

 

 

 

 



では、2008科研費実績を提出した 2009年 5月頃までに上記論文は発表済みだったのでしょうか？ 

 

 

 

 

証拠 2 2011年 8月 10日以前の NIES-DP公式ページ（論文発表の場所） キャッシュは下記 URL 

http://megalodon.jp/2011-0810-0018-18/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

 

 

証拠 3 長期間未発表だったことの自認   

2011年 8月 23日以降の NIES-DP公式ページ – キャッシュは下記 URL 

http://megalodon.jp/2011-0823-1331-07/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

証拠 2とリンク先のキャッシュを見ていただければわかるように、上記論文上記論文上記論文上記論文はははは 2011201120112011年年年年 8888月月月月 10101010日以前日以前日以前日以前ににににウェブウェブウェブウェブ発表発表発表発表

されていませんでしたされていませんでしたされていませんでしたされていませんでしたしししし、、、、データデータデータデータももももアップロードアップロードアップロードアップロードされていませんでしたされていませんでしたされていませんでしたされていませんでした。。。。しかも虚偽の論文タイトル及び発表日が記

載されています。 

 

さらに証拠 2 とリンク先のキャッシュを見ていただければわかるように、本来発表本来発表本来発表本来発表すべきだったのにすべきだったのにすべきだったのにすべきだったのに長期間発表長期間発表長期間発表長期間発表しししし

ていなかったことはていなかったことはていなかったことはていなかったことは国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所もももも公式公式公式公式にににに認認認認めているめているめているめていると考えられます。 

 

従って、未発表論文未発表論文未発表論文未発表論文をををを業績業績業績業績としてとしてとしてとして記載記載記載記載したしたしたしたと推測されます。 

 

さらに、投稿規定を見ていただければわかるように、この論文誌は査読がなく投稿後即日又はせいぜい 1、2日程

度で発刊されるため、査読付論文のような掲載予定を観念できません。仮に観念できたとしても、（掲載予定）等の

注記なく記載したのは不適切です。 

（（（（２２２２））））重複発表論文重複発表論文重複発表論文重複発表論文をををを業績業績業績業績としてとしてとしてとして記載記載記載記載 

 

上記論文（NIES-DP）は下記論文(2007EcoMod)の重複発表です。 

 

EcoMod Conference on Energy and Environmental Modeling 2007年 9月 13日 

"Evaluation of Carbon Abatement Policies with Assistance to Carbon Intensive Industries in Japan" 

 

論文（2007EcoMod）のキャッシュ 

http://megalodon.jp/2012-0824-0006-33/www.ecomod.org/files/papers/356.doc 

 

 



 

両論文を比べれば同一であることは明白です。例えば Introductionは完全に同じです。 

-- 

（NIES-DP） 

 

1. Introduction 

The first period of the Kyoto Protocol begins in 2008. However, as yet, Japan has no policy for meeting its Kyoto 

targets. Implementing a CO2 abatement policy is difficult because of strong opposition from Nippon Keidanren (the 

Japan Business Federation). This is because a CO2 abatement policy will increase their production costs, 

particularly for carbon-intensive industries. Table 1 shows the effects of abatement policy on the Japanese 

economy predicted by a number of models. This table shows that the CO2 reductions required to meet the Kyoto 

target would cost the Japanese economy between 5,300 and 45,000 yen per ton of carbon (t-C). These abatement 

costs would mainly be borne by large emitters such as the electricity, transport, iron and steel and clay industries, 

as is shown in Figure 1. Therefore, it will be difficult to get these industries to support a CO2 abatement policy. 

 

・・・ 

 

(2007EcoMod) 

 

1. Introduction 

The first period of the Kyoto Protocol begins in 2008. However, as yet, Japan has no policy for meeting its Kyoto 

targets. Implementing a CO2 abatement policy is difficult because of strong opposition from Nippon Keidanren (the 

Japan Business Federation). This is because a CO2 abatement policy will increase their production costs, 

particularly for carbon-intensive industries. Table 1 shows the effects of abatement policy on the Japanese 

economy predicted by a number of models. This table shows that the CO2 reductions required to meet the Kyoto 

target would cost the Japanese economy between 5,300 and 45,000 yen per ton of carbon (t-C). These abatement 

costs would mainly be borne by large emitters such as the electricity, transport, iron and steel and clay industries, 

as is shown in Figure 1. Therefore, it will be difficult to get these industries to support a CO2 abatement policy. 

 

・・・ 

-- 

東北大学の有識者委員会調査報告書である「研究者の公正な研究活動の確保に関する調査検討委員会報告

書」（委員長・有馬朗人元文部大臣、2012年 1月 24日） 

http://www.tohoku.ac.jp/japanese/newimg/pressimg/press20120124_01_1.pdf 

において、 

 

「・・・二重投稿等二重投稿等二重投稿等二重投稿等によるによるによるによる研究実績研究実績研究実績研究実績のののの不当不当不当不当なななな水増水増水増水増しにつながるしにつながるしにつながるしにつながる可能性可能性可能性可能性があるとのがあるとのがあるとのがあるとの指摘指摘指摘指摘もなされているもなされているもなされているもなされている。。。。」(p1, 1(1)よ

り) 

 

「・・・研究業績研究業績研究業績研究業績のののの評価評価評価評価のののの際際際際にににに同一内容同一内容同一内容同一内容のののの論文論文論文論文、、、、特特特特にににに二重投稿二重投稿二重投稿二重投稿のののの論文論文論文論文はははは業績業績業績業績からからからから除外除外除外除外するなどのするなどのするなどのするなどの対処対処対処対処がががが考考考考えられえられえられえられ

るるるる。。。。」（p6, 2(4)より） 

 

と正式かつ明確に述べられています。 

 

この見解に従えば、重複発表論文重複発表論文重複発表論文重複発表論文をををを業績業績業績業績としてとしてとしてとして記載記載記載記載するのはするのはするのはするのは水増水増水増水増しでありしでありしでありしであり、、、、不適切不適切不適切不適切ということになります。 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#39 

文献 13（NIES業績資料）には業績として 

 

[誌上発表（査読なし）] 

 

27. Okagawa A., Ban K. (2008) Evaluation of carbon abatement policies with assistance to Carbon 

intensive industries in Japan, Discussion Paper of Social and Environmental Systems Division, 

NIES, No.08-0001, 23+ 

 

上記論文（NIES-DP）のキャッシュ 

http://megalodon.jp/2011-0824-0749-59/www.nies.go.jp/social/dp/pdf/08-0001.pdf 

 

が発表済み論文として記載されています。 

 

しかし、この論文は（１）未発表論文を業績として記載している点、（２）重複発表論文を業績として記載している点

で不適切です。以下、詳細を述べます。 

 

（（（（１１１１））））未発表論文未発表論文未発表論文未発表論文をををを業績業績業績業績としてとしてとしてとして記載記載記載記載 

 

上記の論文は 2011201120112011年年年年 8888月頃月頃月頃月頃までまでまでまで未発表未発表未発表未発表でででで、、、、現実現実現実現実にににに発行発行発行発行されたのはされたのはされたのはされたのは 2011201120112011年年年年 8888月月月月 23232323日頃日頃日頃日頃です。 

 

 

 

証拠 1投稿規定で定められた発刊手続き 

投稿規定: http://megalodon.jp/2011-1202-1950-56/www.nies.go.jp/social/dp/toukoukitei.html 

 

この論文誌の投稿規定では論文をウェブにアップロードすることが発刊と明確に定められています。それ以外の

形式、例えば紙面媒体での発刊は定められておらず、複数の公的図書館のレファレンス担当者数人に調査しても

らっても、2012年現在までこの論文を持っている図書館等は一つもなく、国立環境研究所の出版担当も発行して

いない様子でした。 

 

即ち、ウェブウェブウェブウェブでででで発表発表発表発表していないことはしていないことはしていないことはしていないことは未発表未発表未発表未発表を意味します。少なくとも投稿規定に従えば未発表です。 

 

 

 

 



では、NIES 業績資料を提出した時まで（おそくとも審査を実施した 2010 年 4 月まで）に上記論文は発表済みだっ

たのでしょうか？ 

 

 

 

証拠 2 2011年 8月 10日以前の NIES-DP公式ページ（論文発表の場所） - キャッシュは下記 URL 

http://megalodon.jp/2011-0810-0018-18/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

 

 

証拠 3 長期間未発表だったことの自認   

2011年 8月 23日以降の NIES-DP公式ページ - キャッシュは下記 URL 

http://megalodon.jp/2011-0823-1331-07/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

証拠 2とリンク先のキャッシュを見ていただければわかるように、上記論文上記論文上記論文上記論文はははは 2011201120112011年年年年 8888月月月月 10101010日以前日以前日以前日以前ににににウェブウェブウェブウェブ発表発表発表発表

されていませんでしたしされていませんでしたしされていませんでしたしされていませんでしたし、、、、データデータデータデータももももアップロードアップロードアップロードアップロードされていませんでしたされていませんでしたされていませんでしたされていませんでした。。。。しかも虚偽の論文タイトル及び発表日が記

載されています。 

 

さらに証拠 2 とリンク先のキャッシュを見ていただければわかるように、本来発表本来発表本来発表本来発表すべきだったのにすべきだったのにすべきだったのにすべきだったのに長期間発表長期間発表長期間発表長期間発表しししし

ていなかったことはていなかったことはていなかったことはていなかったことは国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所もももも公式公式公式公式にににに認認認認めているめているめているめていると考えられます。 

 

従って、未発表論文未発表論文未発表論文未発表論文をををを業績業績業績業績としてとしてとしてとして記載記載記載記載したしたしたしたと推測されます。 

 

さらに、投稿規定を見ていただければわかるように、この論文誌は査読がなく投稿後即日又はせいぜい 1、2日程

度で発刊されるため、査読付論文のような掲載予定を観念できません。仮に観念できたとしても、（掲載予定）等の

注記なく記載したのは不適切です。 

（（（（２２２２））））重複発表論文重複発表論文重複発表論文重複発表論文をををを業績業績業績業績としてとしてとしてとして記載記載記載記載 

 

上記論文（NIES-DP）は下記論文(2007EcoMod)の重複発表です。 

 

EcoMod Conference on Energy and Environmental Modeling 2007年 9月 13日 

"Evaluation of Carbon Abatement Policies with Assistance to Carbon Intensive Industries in Japan" 

 

論文（2007EcoMod）のキャッシュ 

http://megalodon.jp/2012-0824-0006-33/www.ecomod.org/files/papers/356.doc 

 

 

 



両論文を比べれば同一であることは明白です。例えば Introductionは完全に同じです。 

 

-- 

（NIES-DP） 

 

1. Introduction 

The first period of the Kyoto Protocol begins in 2008. However, as yet, Japan has no policy for meeting its Kyoto 

targets. Implementing a CO2 abatement policy is difficult because of strong opposition from Nippon Keidanren (the 

Japan Business Federation). This is because a CO2 abatement policy will increase their production costs, 

particularly for carbon-intensive industries. Table 1 shows the effects of abatement policy on the Japanese 

economy predicted by a number of models. This table shows that the CO2 reductions required to meet the Kyoto 

target would cost the Japanese economy between 5,300 and 45,000 yen per ton of carbon (t-C). These abatement 

costs would mainly be borne by large emitters such as the electricity, transport, iron and steel and clay industries, 

as is shown in Figure 1. Therefore, it will be difficult to get these industries to support a CO2 abatement policy. 

 

・・・ 

 

(2007EcoMod) 

 

1. Introduction 

The first period of the Kyoto Protocol begins in 2008. However, as yet, Japan has no policy for meeting its Kyoto 

targets. Implementing a CO2 abatement policy is difficult because of strong opposition from Nippon Keidanren (the 

Japan Business Federation). This is because a CO2 abatement policy will increase their production costs, 

particularly for carbon-intensive industries. Table 1 shows the effects of abatement policy on the Japanese 

economy predicted by a number of models. This table shows that the CO2 reductions required to meet the Kyoto 

target would cost the Japanese economy between 5,300 and 45,000 yen per ton of carbon (t-C). These abatement 

costs would mainly be borne by large emitters such as the electricity, transport, iron and steel and clay industries, 

as is shown in Figure 1. Therefore, it will be difficult to get these industries to support a CO2 abatement policy. 

 

・・・ 

-- 

東北大学の有識者委員会調査報告書である「研究者の公正な研究活動の確保に関する調査検討委員会報告

書」（委員長・有馬朗人元文部大臣、2012年 1月 24日） 

http://www.tohoku.ac.jp/japanese/newimg/pressimg/press20120124_01_1.pdf 

において、 

 

「・・・二重投稿等二重投稿等二重投稿等二重投稿等によるによるによるによる研究実績研究実績研究実績研究実績のののの不当不当不当不当なななな水増水増水増水増しにつながるしにつながるしにつながるしにつながる可能性可能性可能性可能性があるとのがあるとのがあるとのがあるとの指摘指摘指摘指摘もなされているもなされているもなされているもなされている。。。。」(p1, 1(1)よ

り) 

 

「・・・研究業績研究業績研究業績研究業績のののの評価評価評価評価のののの際際際際にににに同一内容同一内容同一内容同一内容のののの論文論文論文論文、、、、特特特特にににに二重投稿二重投稿二重投稿二重投稿のののの論文論文論文論文はははは業績業績業績業績からからからから除外除外除外除外するなどのするなどのするなどのするなどの対処対処対処対処がががが考考考考えられえられえられえられ

るるるる。。。。」（p6, 2(4)より） 

 

と正式かつ明確に述べられています。 

 

この見解に従えば、重複発表論文重複発表論文重複発表論文重複発表論文をををを業績業績業績業績としてとしてとしてとして記載記載記載記載するのはするのはするのはするのは水増水増水増水増しでありしでありしでありしであり、、、、不適切不適切不適切不適切ということになります。 



（（（（3333））））業績水増業績水増業績水増業績水増しししし評価評価評価評価にににに対対対対するするするする私見私見私見私見 

 

あくまで私見になりますが、NIES 業績資料は国立環境研究所の業績評価の基礎資料で、これをもとに評価が実

施され、予算や人材の重点配分が決まります。このような重要な業績資料で、上上上上のようなのようなのようなのような業績申告業績申告業績申告業績申告をををを行行行行うのはうのはうのはうのは、、、、不不不不

当当当当なななな評価評価評価評価にににに基基基基づくづくづくづく過大過大過大過大なななな予算等予算等予算等予算等のののの支出支出支出支出にににに繋繋繋繋がるおそれがあるのでがるおそれがあるのでがるおそれがあるのでがるおそれがあるので、、、、納税者納税者納税者納税者のののの立場立場立場立場からはからはからはからは絶対絶対絶対絶対にやめてにやめてにやめてにやめてほほほほしいしいしいしいと

思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#40#40#40#40    

☆☆☆☆重複発表論文重複発表論文重複発表論文重複発表論文のののの業績記載業績記載業績記載業績記載 

 

文献 13(NIES業績資料）には次の 2つの同一内容論文が業績として記載されている。 

 

-- 

[誌上発表（査読なし）] 

 

26. Okagawa A., Ban K. (2008) Estimation of substitution elasticities for CGE models, Discussion 

Papers In Economics And Business, Osaka University April 2008, No. 08-16, 17+ 

 

上記論文（阪大 DP）のキャッシュ  

http://megalodon.jp/2012-0503-2138-33/www2.econ.osaka-u.ac.jp/library/global/dp/0816.pdf 

 

（実際の記載 - これはタタタタイトイトイトイトルルルル等等等等がががが虚偽虚偽虚偽虚偽、詳細は指摘項目#41,#42,#43） 

 

66. 岡川 梓 (2008) EU KLEM データに基づく代替弾力性に関する研究, 内閣府経済社会総合研究所編, 環境

CGE モデル研究会報告書, 2008 年 3 月 

 

（正正正正しいしいしいしいタタタタイトイトイトイトルルルル等等等等） 

 

66.Okagawa A., Ban K. (2008) Estimation of substitution elasticities for CGE models, 内閣府経済社会総合研究所

編, 環境 CGE モデル研究会報告書, 2008 年 3 月 

 

上記論文（2008ESRI）のキャッシュ 

http://megalodon.jp/2012-0503-2136-55/www.esri.go.jp/jp/workshop/080225/03_report5_Okagawa.pdf 

-- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



両論文を比較すると同一であることは明らかです。例えば Introductionは下記のとおり完全に同じです。 

 

-- 

（阪大 DP） 

 

An abundant climate policy literature draws on computable general equilibrium (CGE) modeling. The 

quantitative and qualitative results found using these models, and, therefore, their conclusions, depend on 

the size of various parameters specified. In particular, substitution elasticities between production factors 

have a major influence and so excessively high (low) elasticities may bring about under (over) estimation 

of the impact of climate policy. As a result, we should carefully choose the size of these parameters using 

empirical evidence. However, there are few econometric studies on the parameters in CGE models 

available for climate policy analysis. Therefore, we usually have to specify these values based on existing 

studies from the 1980s or 1990s or borrow conventional values used as defaults in well-known models such 

as the Global Trade Analysis Project – Energy substitution (GTAP–E) model.1 Clearly, further econometric 

analysis is required to specify the parameters in CGE models anew using the latest available datasets. 

 

・・・ 

 

(2008ESRI) 

 

An abundant climate policy literature draws on computable general equilibrium 

(CGE) modeling. The quantitative and qualitative results found using these models, and, 

therefore, their conclusions, depend on the size of various parameters specified. In 

particular, substitution elasticities between production factors have a major influence and 

so excessively high (low) elasticities may bring about under (over) estimation of the 

impact of climate policy. As a result, we should carefully choose the size of these 

parameters using empirical evidence. However, there are few econometric studies on the 

parameters in CGE models available for climate policy analysis. Therefore, we usually 

have to specify these values based on existing studies from the 1980s or 1990s or borrow 

conventional values used as defaults in well‐known models such as the Global Trade 

Analysis Project – Energy substitution (GTAP–E) model.3 Clearly, further econometric 

analysis is required to specify the parameters in CGE models anew using the latest 

available datasets. 

 

・・・ 

-- 

 

東北大学の有識者委員会調査報告書である「研究者の公正な研究活動の確保に関する調査検討委員会報告

書」（委員長・有馬朗人元文部大臣、2012年 1月 24日） 

http://www.tohoku.ac.jp/japanese/newimg/pressimg/press20120124_01_1.pdf 

 

において、 

 

 

 



「・・・二重投稿等二重投稿等二重投稿等二重投稿等によるによるによるによる研究実績研究実績研究実績研究実績のののの不当不当不当不当なななな水増水増水増水増しにつながるしにつながるしにつながるしにつながる可能性可能性可能性可能性があるとのがあるとのがあるとのがあるとの指摘指摘指摘指摘もなされているもなされているもなされているもなされている。。。。」(p1, 1(1)よ

り) 

 

「・・・研究業績研究業績研究業績研究業績のののの評価評価評価評価のののの際際際際にににに同一内容同一内容同一内容同一内容のののの論文論文論文論文、、、、特特特特にににに二重投稿二重投稿二重投稿二重投稿のののの論文論文論文論文はははは業績業績業績業績からからからから除外除外除外除外するなどのするなどのするなどのするなどの対処対処対処対処がががが考考考考えられえられえられえられ

るるるる。。。。」（p6, 2(4)より） 

 

と正式かつ明確に述べられています。 

 

この見解に従えば、重複発表論文重複発表論文重複発表論文重複発表論文をををを業績業績業績業績としてとしてとしてとして記載記載記載記載するのはするのはするのはするのは水増水増水増水増しでありしでありしでありしであり、、、、不適切不適切不適切不適切ということになります。 

 

☆☆☆☆記載者記載者記載者記載者がががが業績業績業績業績をををを水増水増水増水増しするためしするためしするためしするため、、、、意図的意図的意図的意図的にににに重複発表論文重複発表論文重複発表論文重複発表論文をををを業績業績業績業績としてとしてとしてとして記載記載記載記載したしたしたした印象印象印象印象（（（（私見私見私見私見）））） 

 

あくまで私の印象になりますが、指摘項目#41,#42,#43で指摘したとおり、2008ESRIに関しては本来のタイトル等を

虚偽のものに変更して記載しています。このこのこのこの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載はあたかもはあたかもはあたかもはあたかも阪大阪大阪大阪大 DPDPDPDPとととと 2008ESRI2008ESRI2008ESRI2008ESRIがががが別論文別論文別論文別論文でででで、、、、業績水増業績水増業績水増業績水増しをしをしをしを

隠隠隠隠すすすす効果効果効果効果をををを生生生生みみみみ出出出出していますしていますしていますしています。。。。 

 

このような客観面を考えると、記載者は業績を水増しするため、意図的に重複発表論文を業績として記載した印

象を受けます。 

 

☆☆☆☆業績水増業績水増業績水増業績水増しししし評価評価評価評価にににに対対対対するするするする私見私見私見私見 

 

あくまで私見になりますが、NIES業績資料は国立環境研究所の業績評価の基礎資料で、これをもとに評価が実

施され、予算や人材の重点配分が決まります。このような重要な業績資料で、上上上上のようなのようなのようなのような業績申告業績申告業績申告業績申告をををを行行行行うのはうのはうのはうのは、、、、不不不不

当当当当なななな評価評価評価評価にににに基基基基づくづくづくづく過大過大過大過大なななな予算等予算等予算等予算等のののの支出支出支出支出にににに繋繋繋繋がるおそれがあるのでがるおそれがあるのでがるおそれがあるのでがるおそれがあるので、、、、納税者納税者納税者納税者のののの立場立場立場立場からはからはからはからは絶対絶対絶対絶対にやめてにやめてにやめてにやめてほほほほしいしいしいしいと

思います。また、論文論文論文論文ののののタタタタイトイトイトイトルルルル等等等等をををを虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載してしてしてして、、、、重複重複重複重複をごまかすようにをごまかすようにをごまかすようにをごまかすように業績業績業績業績をををを公表公表公表公表するのもするのもするのもするのも絶対絶対絶対絶対にやめてにやめてにやめてにやめてほほほほしししし

いしいしいしいし、、、、ききききちちちちんとんとんとんと間違間違間違間違いをいをいをいを正正正正しいてしいてしいてしいてほほほほしいしいしいしいと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#41,#42,#43#41,#42,#43#41,#42,#43#41,#42,#43    

 

 

 

図 1 NIES業績リストのタイトル等虚偽記載 - クリックすると画像大 

文献 13（NIES業績資料）には以下の論文が業績として記載されている。 

 

-- 

[誌上発表（査読なし）] 

 

66.岡川 梓 (2008) EU KLEM データに基づく代替弾力性に関する研究, 内閣府経済社会総合研究所編, 環境

CGE モデル研究会報告書, 2008 年 3 月 

-- 

 

しかし、上記論文の論文タイトル等は虚偽で正しくは図 1のとおりです。 

 

☆☆☆☆虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載のののの証証証証拠拠拠拠１１１１    ----    出版出版出版出版元元元元のののの証証証証言言言言 

 

上記論文の出版元である内閣府経済社会総合研究所に確認したところ、上記上記上記上記ののののタタタタイトイトイトイトルルルル等等等等のののの論文論文論文論文はははは成成成成果物果物果物果物としてとしてとしてとして

存在存在存在存在しないしないしないしないと回答されました。 

 

また、成果物として存在するのは 

 

-- 

Okagawa A., Ban K. (2008) Estimation of substitution elasticities for CGE models, 内閣府経済社会総合研究所編, 

環境 CGE モデル研究会報告書, 2008 年 3 月 

 

上記論文（2008ESRI）のキャッシュ 

http://megalodon.jp/2012-0503-2136-55/www.esri.go.jp/jp/workshop/080225/03_report5_Okagawa.pdf 

-- 



という論文だけであり、このこのこのこの論文論文論文論文がががが「「「「内内内内閣府経済閣府経済閣府経済閣府経済社会総合研究所社会総合研究所社会総合研究所社会総合研究所編編編編, , , , 環境環境環境環境 CGE CGE CGE CGE モモモモデルデルデルデル研究会研究会研究会研究会報報報報告告告告書書書書」」」」にににに該該該該当当当当すすすす

るるるると考えられるとのことでした。 

 

☆☆☆☆虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載のののの証証証証拠拠拠拠 2222    ----    著者著者著者著者のののの自自自自認認認認 

 

図 2 「内閣府経済社会総合研究所編, 環境 CGE モデル研究会報告書」が 2008ESRIであること及び論文タイト

ル等を著者が正しく認識していた証拠  

また図 2のとおり、阪大 DPは最初から 3 ﾍﾟｰｼﾞ目（p3でない）の脚注で 

 

「This paper is based on the final report of the environmental modeling project of the Economic and Social 

Research Institute, Cabinet Office, Government of Japan (ESRI).」 

 

（訳- この論文は内閣府経済社会総合研究所の環境モデリングプロフェクト（環境 CGEモデル研究会）の最終報

告書をもとにしている。） 

 

という文章が 2008ESRIに比べて新しく追加されている。 

 

これは阪大 DPのオリジナルが 2008ESRIであることを示すだけでなく、「「「「内内内内閣府経済閣府経済閣府経済閣府経済社会総合研究所社会総合研究所社会総合研究所社会総合研究所編編編編, , , , 環境環境環境環境

CGECGECGECGEモモモモデルデルデルデル研究会研究会研究会研究会報報報報告告告告書書書書」」」」がががが 2008ESRI2008ESRI2008ESRI2008ESRIであることをであることをであることをであることを著者著者著者著者がががが自自自自認認認認したしたしたしたことを示す。従って、NIES業績リストの記載

は虚偽記載と推測される。 

 

また、このこのこのこの自自自自認認認認はははは著者著者著者著者がががが（（（（少少少少なくともなくともなくともなくとも阪大阪大阪大阪大 DPDPDPDP提提提提出出出出時時時時にはにはにはには）「）「）「）「内内内内閣府経済閣府経済閣府経済閣府経済社会総合研究所社会総合研究所社会総合研究所社会総合研究所編編編編, , , , 環境環境環境環境 CGE CGE CGE CGE モモモモデルデルデルデル研研研研

究会究会究会究会報報報報告告告告書書書書」」」」ののののタタタタイトイトイトイトルルルルやややや著者著者著者著者名名名名、、、、記載言語記載言語記載言語記載言語をををを正正正正しくしくしくしく認識認識認識認識していたしていたしていたしていた証証証証拠拠拠拠である。    

    

☆☆☆☆虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載のののの効果効果効果効果とととと故意性故意性故意性故意性にににに関関関関するするするする私見私見私見私見 

 

指摘項目#40で述べたとおり、阪大 DP と 2008ESRIは同一内容であり、図図図図 1111のののの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載はははは、、、、NIESNIESNIESNIES業績業績業績業績資料資料資料資料上上上上でででで

阪大阪大阪大阪大 DPDPDPDP とととと 2008ESRI2008ESRI2008ESRI2008ESRIがあたかもがあたかもがあたかもがあたかも別内容別内容別内容別内容のののの論文論文論文論文でありでありでありであり、、、、重複発表論文重複発表論文重複発表論文重複発表論文をををを NIESNIESNIESNIES業績業績業績業績資料資料資料資料にににに全全全全てててて記載記載記載記載していることをしていることをしていることをしていることを

ごまかすごまかすごまかすごまかす効果効果効果効果をををを出出出出していますしていますしていますしています。。。。 

 

また、あくまで私見になりますが、（１）英語と日本語は全然違うため、取り違えは考え難いこと、（２）英語を適切な

日本語に直すのは考えた上で実行しなければ通常できないこと、（３）虚偽のタイトルと正しいタイトルは類似性が



全くといっていいほどなく、取り違えは考え難いこと、を考えると、この虚偽記載が過失ならば、なぜ生じたのか全く

理解できません。    

    

3333回回回回もももも不可不可不可不可解解解解なななな虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載がががが続続続続きききき、、、、それらがそれらがそれらがそれらが業績水増業績水増業績水増業績水増しをごまかすしをごまかすしをごまかすしをごまかす効果効果効果効果をををを出出出出しているしているしているしている点点点点はははは記載者記載者記載者記載者にとってにとってにとってにとって都都都都合合合合がよがよがよがよ

すすすすぎぎぎぎるものでるものでるものでるもので、、、、偶然偶然偶然偶然がこれがこれがこれがこれほほほほどどどど重重重重なったとはなったとはなったとはなったとは信信信信じられませんじられませんじられませんじられません。。。。 

 

不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#44#44#44#44    

文献 14(NIES-DP公式ページ)は以前に、ある論文のタイトルが本来のものと全く異なるものに虚偽記載されてい

た。証拠 1,2 とそのリンク先のキャッシュを見ていただければわかるように、論文論文論文論文はははは 2011201120112011年年年年 8888月月月月 23232323日以前日以前日以前日以前はははは

No.2008No.2008No.2008No.2008----0001000100010001のののの論文論文論文論文タタタタイトイトイトイトルルルルがががが虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載されていましたされていましたされていましたされていました。。。。    

    

証拠 2では故意か過失かは端的に言及されていません。全く関連性のないタイトルに間違ったわけですが、仮に

過失だとしてなぜそういう間違いが起きたのでしょうか。 

 

証拠 1 2011年 8月 10日以前の NIES-DP公式ページ（論文発表の場所） - キャッシュは下記 URL 

http://megalodon.jp/2011-0810-0018-18/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

 

 

 

 

証拠 2 タイトルが虚偽だったことの自認   

2011年 8月 23日以降の NIES-DP公式ページ - キャッシュは下記 URL 

http://megalodon.jp/2011-0823-1331-07/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#45#45#45#45    

文献 14(NIES-DP公式ページ)は下記論文の発表日が現実の発表日より過去の日付に虚偽記載されている。 

 

Okagawa A., Ban K. (2008) Evaluation of carbon abatement policies with assistance to Carbon 

intensive industries in Japan, Discussion Paper of Social and Environmental Systems Division, 

NIES, No.08-0001, 23+ 

 

上記論文（NIES-DP）のキャッシュ 

http://megalodon.jp/2011-0824-0749-59/www.nies.go.jp/social/dp/pdf/08-0001.pdf 

 

☆☆☆☆発表日発表日発表日発表日をををを虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載しているしているしているしている証証証証拠拠拠拠    

    

上記の論文は 2011201120112011年年年年 8888月頃月頃月頃月頃までまでまでまで未発表未発表未発表未発表でででで、、、、現実現実現実現実にににに発行発行発行発行されたのはされたのはされたのはされたのは 2011201120112011年年年年 8888月月月月 23232323日頃日頃日頃日頃です。 

 

 

 

証拠 1投稿規定で定められた発刊手続き  

投稿規定: http://megalodon.jp/2011-1202-1950-56/www.nies.go.jp/social/dp/toukoukitei.html 

 

この論文誌の投稿規定では論文をウェブにアップロードすることが発刊と明確に定められています。それ以外の

形式、例えば紙面媒体での発刊は定められておらず、複数の公的図書館のレファレンス担当者数人に調査しても

らっても、2012年現在までこの論文を持っている図書館等は一つもなく、国立環境研究所の出版担当も発行して

いない様子でした。 

 

即ち、ウェブウェブウェブウェブでででで発表発表発表発表していないことはしていないことはしていないことはしていないことは未発表未発表未発表未発表を意味します。少なくとも投稿規定に従えば未発表です。 

 

上記論文は現在 2008年 9月発表ということになっていますが、本当にその時から発表済みだったのでしょうか？ 

 

 

証拠 2 2011年 8月 10日以前の NIES-DP公式ページ（論文発表の場所） - キャッシュは下記 URL 

http://megalodon.jp/2011-0810-0018-18/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

 



 

証拠 3 長期間未発表だったことの自認   

2011年 8月 23日以降の NIES-DP公式ページ - キャッシュは下記 URL 

http://megalodon.jp/2011-0823-1331-07/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

 

証拠 2とリンク先のキャッシュを見ていただければわかるように、上記論文上記論文上記論文上記論文はははは 2011201120112011年年年年 8888月月月月 10101010日以前日以前日以前日以前ににににウェブウェブウェブウェブ発表発表発表発表

されていませんでしたしされていませんでしたしされていませんでしたしされていませんでしたし、、、、データデータデータデータももももアップロードアップロードアップロードアップロードされていませんでしたされていませんでしたされていませんでしたされていませんでした。。。。しかも虚偽の論文タイトル及び発表日が記

載されています。 

 

さらに証拠 2 とリンク先のキャッシュを見ていただければわかるように、本来発表本来発表本来発表本来発表すべきだったのにすべきだったのにすべきだったのにすべきだったのに長期間発表長期間発表長期間発表長期間発表しししし

ていなかったことはていなかったことはていなかったことはていなかったことは国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所もももも公式公式公式公式にににに認認認認めているめているめているめていると考えられます。従って、現実現実現実現実のののの発表日発表日発表日発表日はははは 2011201120112011 年年年年 8888 月月月月

23232323日頃日頃日頃日頃でありでありでありであり、、、、2008200820082008年年年年 9999月月月月ではないではないではないではないと推測されます。 

 

証拠 3 のキャッシュを見ていただければわかるように、この論文（NIES-DP）は現在は 2008 年 9999 月月月月発表ということ

になっていますが、証拠 2 を見ていただければわかるように、修正前は 2008年 10101010 月月月月と記載されていました。この

点も虚偽ですが、なぜこのように記載されたのかも不可解です。 

 

☆☆☆☆故意性故意性故意性故意性にににに関関関関すすすするるるる私見私見私見私見 

 

証拠 3 のとおり、発表日が虚偽記載されたことに関して、故意か過失かの端的な言及はありません。しかし、指摘

事項#38,#39で述べたとおり、上記論文（NIES-DP）は未発表だったので本来 2008年度の業績とならないにも関わ

らず、業績として記載されており、発表日発表日発表日発表日のののの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載はあたかもこのようなはあたかもこのようなはあたかもこのようなはあたかもこのような不不不不都都都都合合合合さをごまかすさをごまかすさをごまかすさをごまかす効果効果効果効果をををを出出出出していましていましていましていま

すすすす。。。。偶然こんなごまかし効果が出るのでしょうか？ 

 

さらに、調査によると、国立環境研究所にはこの不適切さについてきちんと指摘され、対応している最中に、この

虚偽記載が行われたとわかりました。これは発表日発表日発表日発表日がががが虚偽虚偽虚偽虚偽だとわかっただとわかっただとわかっただとわかった上上上上でででで事事事事実実実実とととと異異異異なるなるなるなる日日日日付付付付をををを記載記載記載記載したしたしたしたという

印象を受けます。以上の理由から過失過失過失過失というというというという理理理理解解解解はははは不不不不自然自然自然自然な印象を持ちます。 

 

☆☆☆☆絶対絶対絶対絶対にににに改改改改善善善善してしてしてしてほほほほしいことしいことしいことしいこと 

 

少なくとも上記論文（NIES-DP）の発表日は投稿規定に違反した日付が記載され、現実の発表日よりも過去の日

付が記載されています。この論文は査読がなく、投稿後ほぼ即日発行されるものです。発行日はいつの時点から

業績となるのかを示す上で基本的かつ重要な情報ですから、きちんと適切に表示してほしいと思います。 

 

いうまでもなく発行日は現実に公に発行された日、即ち読者が通常のやり方（web や図書館等での閲覧）できちん

と閲覧できる状態になった日を指します。そういう情報をきちんと示すのは論文発行機関として基本的ではないで

しょうか？ 

 

調査によると、国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所はははは指摘指摘指摘指摘されてもされてもされてもされても発行日発行日発行日発行日をををを訂訂訂訂正正正正していないしていないしていないしていないとの事ですが、きちんと訂正してほしいで

す。 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#46#46#46#46    

文献 5(NIES-DP)は下記論文の発表日が現実の発表日より過去の日付に虚偽記載されている。「September 2008

（2008年 9月）」という発表日は虚偽で正しくは 2011年 8月である。 

 

 

 

 

図 1 NIES-DPの発表日の記載 - 論文のキャッシュ 

http://megalodon.jp/2011-0824-0749-59/www.nies.go.jp/social/dp/pdf/08-0001.pdf 

 

☆☆☆☆発表日発表日発表日発表日をををを虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載しているしているしているしている証証証証拠拠拠拠    

    

上記の論文は 2011201120112011年年年年 8888月頃月頃月頃月頃までまでまでまで未発表未発表未発表未発表でででで、、、、現実現実現実現実にににに発行発行発行発行されたのはされたのはされたのはされたのは 2011201120112011年年年年 8888月月月月 23232323日頃日頃日頃日頃です。 

 

 

証拠 1投稿規定で定められた発刊手続き 

投稿規定: http://megalodon.jp/2011-1202-1950-56/www.nies.go.jp/social/dp/toukoukitei.html  

 

 

 



この論文誌の投稿規定では論文をウェブにアップロードすることが発刊と明確に定められています。それ以外の

形式、例えば紙面媒体での発刊は定められておらず、複数の公的図書館のレファレンス担当者数人に調査しても

らっても、2012年現在までこの論文を持っている図書館等は一つもなく、国立環境研究所の出版担当も発行して

いない様子でした。 

 

即ち、ウェブウェブウェブウェブでででで発表発表発表発表してしてしてしていないことはいないことはいないことはいないことは未発表未発表未発表未発表を意味します。少なくとも投稿規定に従えば未発表です。 

 

上記論文は現在 2008年 9月発表ということになっていますが、本当にその時から発表済みだったのでしょうか？ 

 

 

 

証拠 2 2011年 8月 10日以前の NIES-DP公式ページ（論文発表の場所） キャッシュは下記 URL 

http://megalodon.jp/2011-0810-0018-18/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

 

 

証拠 3 長期間未発表だったことの自認   

2011年 8月 23日以降の NIES-DP公式ページ – キャッシュは下記 URL 

http://megalodon.jp/2011-0823-1331-07/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

 

証拠 2とリンク先のキャッシュを見ていただければわかるように、上記論文上記論文上記論文上記論文はははは 2011201120112011年年年年 8888月月月月 10101010日以前日以前日以前日以前ににににウェブウェブウェブウェブ発表発表発表発表

されていませんでしたしされていませんでしたしされていませんでしたしされていませんでしたし、、、、データデータデータデータももももアップロードアップロードアップロードアップロードされていませんでしたされていませんでしたされていませんでしたされていませんでした。。。。しかも虚偽の論文タイトル及び発表日が記

載されています。 

 

さらに証拠 2 とリンク先のキャッシュを見ていただければわかるように、本来発表本来発表本来発表本来発表すべきだったのにすべきだったのにすべきだったのにすべきだったのに長期間発表長期間発表長期間発表長期間発表しししし

ていなかったことはていなかったことはていなかったことはていなかったことは国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所もももも公式公式公式公式にににに認認認認めているめているめているめていると考えられます。 

 

従って、現実現実現実現実のののの発表日発表日発表日発表日はははは 2011201120112011年年年年 8888月月月月 23232323日頃日頃日頃日頃でありでありでありであり、、、、2008200820082008年年年年 9999月月月月ではないではないではないではないと推測されます。 

 

証拠 3 のキャッシュを見ていただければわかるように、この論文（NIES-DP）は現在は 2008 年 9999 月月月月発表ということ

になっていますが、証拠 2 を見ていただければわかるように、修正前は 2008年 10101010 月月月月と記載されていました。この

点も虚偽ですが、なぜこのように記載されたのかも不可解です。 

 

 

 



☆☆☆☆故意性故意性故意性故意性にににに関関関関するするするする私見私見私見私見 

 

証拠 3のとおり、発表日が虚偽記載されたことに関して、故意か過失かの端的な言及はありません。 

 

しかし、指摘事項#38,#39 で述べたとおり、上記論文（NIES-DP）は未発表だったので本来 2008 年度の業績となら

ないにも関わらず、業績として記載されており、発表日発表日発表日発表日のののの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載はあたかもこのようなはあたかもこのようなはあたかもこのようなはあたかもこのような不不不不都都都都合合合合さをごまかすさをごまかすさをごまかすさをごまかす効果効果効果効果

をををを出出出出していますしていますしていますしています。。。。偶然こんなごまかし効果が出るのでしょうか？ 

 

さらに、調査によると、国立環境研究所にはこの不適切さについてきちんと指摘され、対応している最中に、この

虚偽記載が行われたとわかりました。これは発表日発表日発表日発表日がががが虚偽虚偽虚偽虚偽だとわかっただとわかっただとわかっただとわかった上上上上でででで事事事事実実実実とととと異異異異なるなるなるなる日日日日付付付付をををを記載記載記載記載したしたしたしたという

印象を受けます。 

 

以上の理由から過失過失過失過失というというというという理理理理解解解解はははは不不不不自然自然自然自然な印象を持ちます。 

 

 

 

☆☆☆☆絶対絶対絶対絶対にににに改改改改善善善善してしてしてしてほほほほしいことしいことしいことしいこと 

 

少なくとも上記論文（NIES-DP）の発表日は投稿規定に違反した日付が記載され、現実の発表日よりも過去の日

付が記載されています。この論文は査読がなく、投稿後ほぼ即日発行されるものです。発行日はいつの時点から

業績となるのかを示す上で基本的かつ重要な情報ですから、きちんと適切に表示してほしいと思います。 

 

いうまでもなく発行日は現実に公に発行された日、即ち読者が通常のやり方（web や図書館等での閲覧）できちん

と閲覧できる状態になった日を指します。そういう情報をきちんと示すのは論文発行機関として基本的ではないで

しょうか？ 

 

調査によると、国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所はははは指摘指摘指摘指摘されてもされてもされてもされても発行日発行日発行日発行日をををを訂訂訂訂正正正正していないしていないしていないしていないとの事ですが、きちんと訂正してほしいで

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目不適切内容指摘項目#47#47#47#47    

文献 5(NIES-DP)は投稿規定等に違反して文献 3(2007EcoMod)を転載したものであり、違法な重複発表をごまか

すために、オリジナル論文の出展を改ざん、出版目的を捏造して発表した印象があります。事実ならば二重投稿二重投稿二重投稿二重投稿

が疑われます。 

 

☆☆☆☆両論文両論文両論文両論文のののの内容内容内容内容のののの同一性同一性同一性同一性 

 

両論文を比べれば同一であることは明白です。例えば Introductionは完全に同じです。 

 

-- 

（NIES-DP）- キャッシュ 

http://megalodon.jp/2011-0824-0749-59/www.nies.go.jp/social/dp/pdf/08-0001.pdf 

 

1. Introduction 

The first period of the Kyoto Protocol begins in 2008. However, as yet, Japan has no policy for meeting its Kyoto 

targets. Implementing a CO2 abatement policy is difficult because of strong opposition from Nippon Keidanren (the 

Japan Business Federation). This is because a CO2 abatement policy will increase their production costs, 

particularly for carbon-intensive industries. Table 1 shows the effects of abatement policy on the Japanese 

economy predicted by a number of models. This table shows that the CO2 reductions required to meet the Kyoto 

target would cost the Japanese economy between 5,300 and 45,000 yen per ton of carbon (t-C). These abatement 

costs would mainly be borne by large emitters such as the electricity, transport, iron and steel and clay industries, 

as is shown in Figure 1. Therefore, it will be difficult to get these industries to support a CO2 abatement policy. 

 

・・・ 

 

(2007EcoMod) - キャッシュ 

http://megalodon.jp/2012-0824-0006-33/www.ecomod.org/files/papers/356.doc 

 

1. Introduction 

The first period of the Kyoto Protocol begins in 2008. However, as yet, Japan has no policy for meeting its Kyoto 

targets. Implementing a CO2 abatement policy is difficult because of strong opposition from Nippon Keidanren (the 

Japan Business Federation). This is because a CO2 abatement policy will increase their production costs, 

particularly for carbon-intensive industries. Table 1 shows the effects of abatement policy on the Japanese 

economy predicted by a number of models. This table shows that the CO2 reductions required to meet the Kyoto 

target would cost the Japanese economy between 5,300 and 45,000 yen per ton of carbon (t-C). These abatement 

costs would mainly be borne by large emitters such as the electricity, transport, iron and steel and clay industries, 

as is shown in Figure 1. Therefore, it will be difficult to get these industries to support a CO2 abatement policy. 

 

・・・ 

-- 

 

 

 

 



 

☆☆☆☆投稿投稿投稿投稿規定規定規定規定やややや公式見公式見公式見公式見解解解解違違違違反反反反 

 

 

 

 

図 1投稿規定: http://megalodon.jp/2011-1202-1950-56/www.nies.go.jp/social/dp/toukoukitei.html 

 

投稿規定には明確に「掲掲掲掲載載載載するするするする論文論文論文論文はははは未発表未発表未発表未発表のものにのものにのものにのものに限限限限」」」」るるるる、研究論文は「独創的研究」が要求されると記載され

ており、明らかにオリジナリティが要求され、未発表のものしか掲載できないと定められています。 

 

 

図 2 国立環境研究所の公式見解 

http://megalodon.jp/2012-0627-2046-49/www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html 

さらに、国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所国立環境研究所はははは「「「「学学学学会等会等会等会等でででで公表公表公表公表するするするする前前前前にににに、、、、デデデディィィィススススカカカカッッッッシシシションョンョンョンペペペペーーーーパパパパーーーーとしてとしてとしてとして」」」」発表発表発表発表するというするというするというするという趣旨趣旨趣旨趣旨のののの公式公式公式公式

見見見見解解解解をををを示示示示していますしていますしていますしています。。。。 

 

投稿規定や国立環境研究所の公式見解に従えば、2007EcoMod のような国際学会で公表した論文は掲載できま

せん。掲載すれば投稿規定等の違反ということになります。 

 

☆☆☆☆重複発表重複発表重複発表重複発表するためにするためにするためにするために虚偽虚偽虚偽虚偽のののの出展出展出展出展やややや目的目的目的目的をををを記載記載記載記載（（（（私見私見私見私見））））    

 

 

図 3 オリジナル論文の出展の改ざんと出版目的の捏造 - NIES-DPより -クリックで画像大に 

 

 



著者の主張によれば NIES-DPのオリジナル論文は『炭素集約産業の負担軽減をともなう国内排出削減政策』（計

画行政, 第 31巻 2号,pp.72-78, 2008年 - 文献 4[2008計画行政]）で、NIES-DPはこれをより詳しい内容にし、日

本語から英語に翻訳して新しい読者層（非日本人研究者）に発表することを目的にしており、これが重複発表の正

当理由のようです。 

 

しかし、指摘項目#13,#14で述べたように、客観的には NIES-DPは同一言語、同一内容で不特定多数に向けて既

に発表されていた 2007EcoModを複写して作成しており、(1)著者がオリジナル論文を正しく認識していなかった、

（２）改めて NIES-DPを非日本人研究者向けに発表する意味はないことを認識していなかった、とは考え難い印象

を受けます。 

 

あくまで私の印象ですが、図図図図 3333のようなのようなのようなのようなオリジナルオリジナルオリジナルオリジナル論文論文論文論文のののの出展出展出展出展やややや目的目的目的目的のののの記載記載記載記載はははは違違違違法法法法なななな重複発表重複発表重複発表重複発表をごまかすためのをごまかすためのをごまかすためのをごまかすための

虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載でででで、、、、本当本当本当本当のののの目的目的目的目的はははは単単単単にににに業績業績業績業績をををを水増水増水増水増ししたかっただけししたかっただけししたかっただけししたかっただけのような感じを受けます。 

 

事実なら、このような出版は違法だと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



故意性故意性故意性故意性のののの検討検討検討検討１１１１（（（（データデータデータデータのののの使使使使いいいい回回回回しやしやしやしや変更変更変更変更についてについてについてについて）））） 

 

同じデータを異なる分析条件として使いまわしたりデータの変更が行われた疑いがあるのは次の 19件件件件で

す。分析条件分析条件分析条件分析条件がががが異異異異なることをなることをなることをなることを知知知知っていてっていてっていてっていて故意故意故意故意にこれらのにこれらのにこれらのにこれらの流用等流用等流用等流用等をををを行行行行ったったったった場合場合場合場合はははは改改改改ざんざんざんざんです。仮に過失とす

ればこれらはすべて偶然の重なりということになりますが、皆さんは偶然が重なったと思いますか？ 

 

なお、（１－４）指摘項目#5 、（１－５）指摘項目#６、（１－６）指摘項目#7 についてはデータデータデータデータ流用流用流用流用のののの

故意性故意性故意性故意性をををを著者著者著者著者はははは認認認認めているめているめているめていると考えられます。 

 

（１－１）指摘項目#1 (12th AIM等 マクロ変数データの流用) 

（１－２）指摘項目#2 (12th AIM等 生産量データ流用) 

（１－3）指摘項目#3 (12th AIM等 二酸化炭素排出量データ流用) 

（１－４）指摘項目#5 (2008計画行政等 マクロ変数データの流用) 

（１－5）指摘項目#6 (2008計画行政等 生産量データ流用) 

（１－６）指摘項目#7 (2008計画行政等 二酸化炭素排出量データ流用) 

（１－７）指摘項目#15 （13th AIM等 代替弾力性推計値データ流用） 

（１－8）指摘項目#19 （13th AIM等 二酸化炭素排出量データ流用） 

（１－９）指摘項目#20 （13th AIM等 二酸化炭素排出量データ一部入れ替え） 

（１－１０）指摘項目#22 （2008社会系セミナー 代替弾力性推計値データ流用） 

（１－１１）指摘項目#23 （2008社会系セミナー マクロ変数データ流用） 

（１－１２）指摘項目#24 （2008社会系セミナー 生産量データ流用） 

（１－１３）指摘項目#25 (2008社会系セミナー 二酸化炭素排出量データ流用) 

（１－１４）指摘項目#26 (2008社会系セミナー 生産量データ一部流用) 

（１－１５）指摘項目#29 （2008IEW 代替弾力性推計値データ流用） 

（１－１６）指摘項目#30 （2008IEW マクロ変数データ流用） 

（１－１７）指摘項目#31 （2008IEW 生産量データ流用） 

（１－１８）指摘項目#32 (200IEW 二酸化炭素排出量データ流用) 

（１－１９）指摘項目#33 (2008IEW 生産量データ一部流用) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



故意性故意性故意性故意性のののの検討検討検討検討 2222（（（（データデータデータデータやややや論文等論文等論文等論文等のののの重複重複重複重複、、、、業績水増業績水増業績水増業績水増しをごまかすしをごまかすしをごまかすしをごまかす虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載についてについてについてについて））））    

 

☆☆☆☆データデータデータデータやややや論文等論文等論文等論文等のののの重複重複重複重複、、、、業績水増業績水増業績水増業績水増しをごまかすしをごまかすしをごまかすしをごまかす全虚偽記載全虚偽記載全虚偽記載全虚偽記載 

 

データや発表の重複、業績水増しをごまかす効果を出している虚偽記載の疑いがあるのは以下の 23 件件件件です。故意故意故意故意のののの場合場合場合場合

はははは改改改改ざんざんざんざん等等等等の不正です。仮に過失過失過失過失だとするとだとするとだとするとだとすると文献文献文献文献 8編編編編、、、、合計合計合計合計 23件件件件にわたってにわたってにわたってにわたって偶然偶然偶然偶然がががが重重重重なってなってなってなって、、、、たまたまたまたまたまたまたまたまデータデータデータデータのののの重複重複重複重複やややや

業績水増業績水増業績水増業績水増しししし等等等等をごまかすをごまかすをごまかすをごまかす効果効果効果効果をををを出出出出したしたしたしたということになります。皆さんは過失だと思いますか？ 

 

（２－１）指摘項目#4 （12th AIM等 負担軽減策を施す産業数の虚偽記載） 

（２－２）指摘項目#8 （2008計画行政等 根拠文献の虚偽記載） 

（２－３）指摘項目#9 (2008計画行政等 1990年 BAU時の二酸化炭素排出量の虚偽記載) 

（２－４）指摘項目#10 (2008計画行政等 2010年 BAU時の二酸化炭素排出量の虚偽記載) 

（２－５）指摘項目#11 (2008計画行政等 1990年比の削減目標の虚偽記載) 

（２－６）指摘項目#11-1 (2008計画行政等 2010年比の削減目標、導出不可能な数値を記載) 

（２－７）指摘項目#12 (2008計画行政等 負担軽減策を施す産業数の虚偽記載) 

（２－８）指摘項目#13 (NIES-DP オリジナル論文の出展の虚偽記載) 

（２－９）指摘項目#14 (NIES-DP 出版目的の虚偽記載) 

（２－１０）指摘項目#16 (13th AIM等 EU-KLEMデータを用いた期間の虚偽記載) 

（２－１１）指摘項目#17 (13th AIM等 EU-KLEMデータを用いた国数の虚偽記載) 

（２－１２）指摘項目#18 (13th AIM等 EU-KLEMデータを用いた産業数の虚偽記載) 

（２－１３）指摘項目#20 (13th AIM等 二酸化炭素排出量データの入れ替え) 

（２－１４）指摘項目#26 (2008社会系セミナー 生産量データ一部流用) 

（２－１５）指摘項目#27 (2008社会系セミナー等 代替弾力性推計に使った産業数) 

（２－１６）指摘項目#33 (2008IEW 生産量データ一部流用) 

（２－１７）指摘項目#34 (2008IEW等 代替弾力性推計に用いた産業を一部変更) 

（２－１８）指摘項目#35 （2008IEW 代替弾力性推計に用いた産業を一部削除） 

（２－１９）指摘項目#41 （NIES業績資料 共著→単著と虚偽記載） 

（２－２０）指摘項目#42 (NIES業績資料 論文タイトルを虚偽記載) 

（２－２１）指摘項目#43 (NIES業績資料、英語文献を日本語文献として記載、無論虚偽記載) 

（２－２２）指摘項目#45 (ＮＩＥＳ-DP公式ページ、NIES-DPの発表日を虚偽記載) 

（２－２３）指摘項目#46 (NIES-DP 発表日を虚偽記載) 

 

☆☆☆☆虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載のののの不可解不可解不可解不可解ささささ（（（（私見私見私見私見）））） 

 

上の虚偽記載は過失と考えるには不可解な印象を受けます。 

 

１ 編の論文中で６項目も分析条件を虚偽記載、根拠文献に存在しないケタ違いのデータを記載、小学生レベルの計算の

誤り、複写して論文を作成したのに事実と異なるオリジナル論文の出展や意味のない出版目的を記載、特定の産業だけを

文献２編９項目でデータや条件から削除、文献３編３項目でデータ流用をごまかすようにデータに加工（一部のデータ入

れ替えや流用）、業績リスト上で水増しをごまかすように論文タイトルを英語から日本語に直して記載・・・他にもあり

ます。 

 

これらはすべてこれらはすべてこれらはすべてこれらはすべてデータデータデータデータやややや論文等論文等論文等論文等のののの重複重複重複重複、、、、業績水業績水業績水業績水増増増増しをごまかすしをごまかすしをごまかすしをごまかす効果効果効果効果をををを出出出出していますしていますしていますしています。。。。みなさんはこういう行為が過失だと

思いますか？ 



以下詳細です。 

 

（３－１） (2-3)(2-4)のように、普通は根拠文献等を調べて単純転記するので、まず間違わないはずなのに、根拠文献に

一切存在しないケタ違いの二酸化炭素排出量を記載したばかりか、（２－２）のように根拠文献すら間違っている。これ

らは過失とは考え難い印象を持つ。 

 

（３－２） （２－５）の 1990 年比削減目標は 2008 計画行政中で確認できるだけで同じ虚偽記載を 4 ヶ所も記載して

いる。故に過失というより数値を意図的に変更したという印象を受ける。 

 

（３－３） （２－６）のように、2010年比削減目標の計算は小学生レベルの非常に簡単な計算のため、計算を実施して

いればまず間違わないはずなのに導出不可能な値を記載。計算を実施していない印象を受ける。 

 

（３－４） 2008計画行政は（２－２）～（２－７）のように、分析条件に関して６項目も虚偽記載しており、１編の論

文中でこれだけ過失により偶然間違うのは考え難い印象を持つ。 

 

（３－５）  NIES-DP は同一言語、同一内容で既に発表されていた 2007EcoMod を複写して作成された。著者が正し

いオリジナル論文を認識していなかったこと及び非日本人研究者向けに改めて出版する意味がなかったことを認識して

いなかったことは考え難い印象を持つ。故に(2-8)(2-9)のような虚偽記載は過失とは考え難く、業績を水増しするために虚

偽記載した印象を受ける。 

 

（３－６） （２－１０）～（２－１２）のように 13th AIM等では代替弾力性の推計に用いたデータの期間、国、産業

数は異なる。過失で３つも異なるものに間違うのは考え難い印象をもつ。特に期間は全然違うため、過失ならなぜ間違っ

たのかわからない。 

 

（３－７）  13th AIM等では異なる分析条件として同じ二酸化炭素排出量データを使いまわしたばかりか、あたかもそ

れを隠すように（３－１３）のようにデータを一部入れ替えている。過失なら偶然の重なりだが、このような都合のよい

偶然が重なるのは考え難い印象を持つ。 

 

（３－８） 2008社会系セミナーでは異なる分析条件として同じ生産量データを使いまわしたばかりか、あたかもそれを

隠すように（３－１４）のようにデータを一部流用している。過失なら偶然の重なりだが、このような都合のよい偶然が

重なるのは考え難い印象を持つ。 

 

（３－９） 2008IEW では異なる分析条件として同じ生産量データを使いまわしたばかりか、あたかもそれを隠すよう

に（３－１６）のようにデータを一部流用している。過失なら偶然の重なりだが、このような都合のよい偶然が重なるの

は考え難い印象を持つ。 

 

（３－１０）  （３－１７）のように 2008IEWでは代替弾力性の推計対象の産業が一部虚偽記載されている。普通は過

去の文献を単純転記するだけなのでまず間違わな いはずなのに、"Basic→ Non ferrous"と類似性の低いものに間違って

いる。偶然間違ったとは考え難い印象を受ける。 

 

（３－１１） （２－１５）（２－１８）のように 2008社会系セミナー、2008IEWでは阪大 DP等に比して Other non-metal

産業だけが、代替弾力性推計値データからも分析条件からも削除されている。削除関連項目は文献２編で合計 9項目に及

ぶため、狙って Other non-metal mineral産業だけを削除した印象を持つ。また、同じ虚偽記載を複数の文献にわたって

行うのも、過失による偶然とは考え難い印象を持つ。 

 



（３－１２） （３－８）（３－９）で述べたデータ流用を隠すためのデータ一部の使いまわしは同じ誤りである。同じ

誤りを複数の文献にわたって行うのは、過失による偶然とは考え難い印象を持つ。 

 

（３－１３） （２－１３）（２－１４）（２－１６）のように、データ流用を隠すためのデータの変更（一部流用、入れ

替え）は文献３編、３項目にわたって起きた。過失による偶然とは考え難い印象を持つ。 

 

（３－１４）  （２－１９）～（２－２１）のように、NIES 業績資料では 2008ESRI が著者名、タイトル、論文の記

載言語の点で虚偽記載された。合計３件も過失で偶然間違え、業績水増しをごまかす効果を出したとは考え難い印象を持

つ。特に英語と日本語は全然違うため、見間違えは考え難いこと、及び、タイトルを英語から日本語に翻訳したように直

すのは通常考えた上でやらなければできないことを考慮すると過失とは考え難い印象を受ける。 

 

（３－１５）  （２－２２）（２－２３）のように、NIES-DPやその公式ページではNIES-DPの発表日が現実の発表日

より過去のものに虚偽記載され、NIES 業績資料等の業績水増しをごまかす効果を出している。記載者らにとって都合が

よすぎるもので、偶然とは考え難い。特に調査によれば NIES-DP公式ページ等の日付の虚偽記載は、NIES-DPの未発表

による業績水増しの指摘を国立環境研究所側が受け、対応している最中に行われたもので、日付が現実の発表日と異なる

ことを認識していなかったとは考え難い印象を受ける。 
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科学研究費補助金 

 

研究課題番号 06J00942  

研究種目 特別研究員奨励費 

研究代表者 岡川梓 （Azusa OKAGAWA） 

研究題目 応用一般均衡モデルによる国内環境政策および国際環境政策の評価 

公的研究費の額 340万円 (2006～2008年度の合計) 

 

2007年度科研費実績報告書に文献 3, 文献 4 

http://kaken.nii.ac.jp/ja/p/06J00942/2007/3/ja 

 

2008年度科研費実績報告書に文献 4, 文献 5, 文献 8, 文献 10 

http://kaken.nii.ac.jp/ja/p/06J00942/2008/3/ja 

 

が記載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



解決解決解決解決のためののためののためののための必須事項必須事項必須事項必須事項とととと要望要望要望要望    

 

☆☆☆☆解決解決解決解決のためののためののためののための必須事項必須事項必須事項必須事項 

 

このこのこのこの問題問題問題問題をををを公正公正公正公正かつかつかつかつ客観的客観的客観的客観的にににに解決解決解決解決するためにはするためにはするためにはするためには、、、、第三者機関第三者機関第三者機関第三者機関によるによるによるによる規則等規則等規則等規則等にににに従従従従ったったったった厳正厳正厳正厳正かつかつかつかつ積極的積極的積極的積極的なななな調査調査調査調査

がががが必須必須必須必須ですですですです。。。。 

 

調査によれば、ここで述べた不適切さについてはすべて国立環境研究所にきちんと通知されたようです。

しかし、#14,#40～#43を除き一切調査は行われませんでした。 

 

国立環境研究所の規定(※)によれば第 6条で「・・・通報対象事案の内容と不正の存在又はその疑いについ

て科学的合理的理由が示されている場合には、当該通報当該通報当該通報当該通報をををを受理受理受理受理することすることすることすることとし、・・・」と明確に定められて

います。通報を保留してもよいという規定はどこにもありません。 

 

しかし、驚いたことに国立環境研究所は被疑者の一方的な言い分だけで通報を規定にない保留という扱い

にしたことがわかりました。規定違反は明白です。 

 

その他にも規定等に従っていない点が多く、国立環境研究所に本件を扱わせたのでは公正さが甚だ疑問だ

と思います。 

 

☆☆☆☆要望要望要望要望 

 

調査によれば、著者著者著者著者はははは複数複数複数複数のののの論文出版機関論文出版機関論文出版機関論文出版機関からからからからデータデータデータデータのののの虚偽性等虚偽性等虚偽性等虚偽性等についてについてについてについて、、、、きちんときちんときちんときちんと指摘指摘指摘指摘されされされされ説明説明説明説明をををを求求求求めめめめ

られたにもられたにもられたにもられたにも関関関関わらずわらずわらずわらず 2012年年年年 10月現在月現在月現在月現在でもでもでもでも何何何何のののの訂正等訂正等訂正等訂正等もももも行行行行っていないっていないっていないっていないことがわかりました。 

 

誤りが故意か過失かという議論とは別に、データが誤っていればそれを基礎に新しい研究を進めた読者が

被害を受け、誤りをもとに新しい政策が作られれば国民が被害を受けます。 

 

そうならないように誤りを正すのは著者の当然の責任だと思います。きちんとその責任を果してほしいと

思います。 

 

また、国立環境研究所では重複発表重複発表重複発表重複発表のののの論文論文論文論文をすべてをすべてをすべてをすべて業績業績業績業績リストリストリストリストにににに記載記載記載記載してしてしてして評価評価評価評価をををを受受受受けているようですがけているようですがけているようですがけているようですが、、、、

こういうこういうこういうこういう業績申告業績申告業績申告業績申告はははは過大過大過大過大なななな評価評価評価評価にににに基基基基づくづくづくづく不当不当不当不当なななな予算支出等予算支出等予算支出等予算支出等にににに繋繋繋繋がるのでがるのでがるのでがるので、、、、納税者納税者納税者納税者のののの立場立場立場立場からはからはからはからは絶対絶対絶対絶対にやめにやめにやめにやめ

てほしいてほしいてほしいてほしいと思います。 

 

（※）国立環境研究所の不正行為対応規定：http://www.nies.go.jp/kihon/kitei/kt_fuseiboshi.pdf 


